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研究要旨 

平成 28年 6月に策定された薬剤耐性（AMR）対策アクションプランにおいて、地域の病

院と関係機関（診療所、薬局、高齢者施設、保健所、地方衛生研究所等）とが連携した地

域における総合的な感染症対策に係るネットワークの構築が求められているが、既存のネ

ットワークについては様々な形態があり、標準モデルは定まっていない。感染症対策のネ

ットワークを各地域で構築するため、具体的なモデルを提唱し、種々の AMR対策の効果に

ついて検証を行うのが本研究の目的である。 

初年度の平成 29年度に、47都道府県・20指定都市の院内感染対策担当部局又は感染症

対策部局の担当者を対象に実施したアンケート調査結果をもとに、本年度は、モデル事業

化する際の参考となるよう実施要綱（案）を作成した。 

三重県においては、平成 27年度に三重県感染対策支援ネットワーク（Mie Infection 

Control Newtork: MieICNet）（http://www.mie-icnet.org/）を構築し、AMR対策も含めた感染

対策の地域連携を進めている。モニタリングとアクションを２つの柱として、様々な活動

を行っている。AMRに関するモニタリングとしては、県内の医療機関を対象に微生物サー

ベイランス（Mie Nosocomial Infectious Surveillance: MINIS）と抗菌薬サーベイラン

ス（Mie Antimicrobial Consumption Surveillance: MACS）を実施している。上記に加

え、本研究班では、レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）を用いて全国の

抗菌薬使用量を網羅的に把握する取り組みも行っている。アクションとしては、感染予

防・管理と抗菌薬適正使用の２つを大きなテーマとして、医療従事者向け、高齢者施設向

け、市民向けに研修会を開催するなど教育・啓発活動を行っている。２年間の研究におい

てサーベイランスを実施するための仕組みや、教育・啓発方法を提示することができた。 

また、MieICNetの運営要綱、活動内容、講演資料、各種サーベイランスデータ等につい

ては、ホームページ上で公開しており、全国の自治体担当者へ報告書を送付することや、

各種講演会、メーリングリスト等を通じて、全国に情報発信することができた。 

研究分担者 

中村 明子（愛知医科大学病院 主任臨床検査技師） 

村木 優一（京都薬科大学 教授） 

鈴木 圭 （三重大学医学部附属病院 助教） 

新居 晶恵（三重大学医学部付属病院 看護師長） 
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A. 研究目的 

平成 24 年度の診療報酬改定により感染症対策

の地域連携が全国で行なわれるようになったが、

この連携は数病院単位の医療機関間連携であり、

薬剤耐性（AMR）対策アクションプランが求めてい

る地域の病院と多くの関係機関とが連携した総合

的な感染症対策ネットワークを構築するには、よ

り広域で組織的な体制整備が必要となる。 

全国の各地域において、感染症対策の地域ネッ

トワークを構築する上で参考となるよう、ネット

ワークの組織体制・活動内容及び構築のプロセス

を提示するとともに、種々の AMR 対策のうち、効

果のある活動を選定することが本研究の大きな目

的である。 

上記の大目標を達成するため、具体的には、①

全国各地の感染症対策に係る地域ネットワークの

構築状況・活動内容等を把握し、モデル事業化す

ること、②地域における微生物サーベイランス・

抗菌薬サーベイランスを実施するための体制を整

備すること、③医療機関・高齢者施設等の職員や

市民を対象に抗菌薬適正使用や感染症対策の教

育・啓発方法を構築することを研究の目的とした。   

 

B. 研究方法 

本研究は、（１）地域感染症対策ネットワークモ

デルの事業化の検討と（２）三重県における取り

組みの２部構成で実施した。 

（１）地域感染症対策ネットワークモデルの事業

化の検討 

初年度の平成 29 年度に、47 都道府県・20 指定

都市を対象にアンケート調査を実施し、結果を取

りまとめ、フィードバックした。２年目はその結

果をもとにモデル事業化する際の留意事項につい

て検討した。本検討は、研究代表者の田辺が主に

担当した。 

 

（２）三重県における取り組み 

 MieICNetでは、「アウトブレイク発生時の支援」

「感染対策相談」「微生物特殊検査支援」「微生物・

抗菌薬サーベイランス」「感染症関連の情報共有」

を主な事業として現在活動している。本研究では、

既存の取り組みに加え、新たに実施する取り組み

も含め、地域ネットワークで行う各種事業の内容・

体制構築のプロセスを整理した。 

 

 研究代表者の田辺は、三重県が実施主体となり、

業務の一部を三重大学が委託している MieICNet

の事務局を担当した。中でも、改善支援班と三重

県内の病院・診療所・高齢者施設の感染対策担当

者を対象とした感染対策研修会を担当しており、

これらの取り組みについて整理した。 

 研究分担者の中村は、微生物サーベイランス

（ Mie Nosocomial Infectious Surveillance: 

MINIS）を担当しており、三重県内の医療機関を対

象とした微生物サーベイランスを実施するととも

に、サーベイランスシステム構築のプロセスを整

理した。また、AMR対策アクションプランの成果指

標への対応方法を検討した。 

 研究分担者の村木は、研究協力者の木村ととも

に、抗菌薬サーベイランス（Mie Antimicrobial 

Consumption Surveillance: MACS）を担当してお

り、三重県内の医療機関を対象とした微生物サー

ベイランスを実施した。また、研究協力者の山崎

とともに、レセプト情報・特定健診等情報データ

ベース（NDB）を用いた網羅的な抗菌薬使用量調査

方法を検討した。 

 研究分担者の鈴木は、将来的に抗菌薬適正使用・

感染症診療を支えていく屋台骨となる初期研修医

を対象とした教育プログラムを検討した。 

 研究分担者の新居は、MieICNet活動の一環とし

て、研究協力者の松島らが中心となって実施して

いる高齢者施設等を対象とした研修会、および、

薬剤耐性（AMR）対策推進月間である 11 月を中心

に市民への啓発方法を検討した。 

 

（倫理面への配慮） 
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本研究は体制整備についての研究であり、個人

が識別可能なデータは取り扱わないが、微生物デ

ータや抗菌薬データを扱う際には、データの漏洩

等のセキュリーティー対策を徹底するとともに、

データを公表に際は、施設名が特定できないよう

に配慮した。 

 

C. 研究結果 

（１）地域感染症対策ネットワークモデルの事業

化の検討 

2016年 4月に策定された薬剤耐性（AMR）対策

アクションプランにおいて、地域感染症対策ネッ

トワークについては、表１の事項が記載されてい

る。

 

表１．薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン（抜粋） 

戦略 方針・取組・指標 

2.1 医療・介護分野における薬剤

耐性に関する動向調査の強化 

・「地域感染症対策ネットワーク（仮称）」による動向調査活動への活用を推進 

2.2 医療機関における抗微生物薬

使用量の動向の把握 

・「地域感染症対策ネットワーク(仮称)」(戦略 3.1 参照)等において抗微生物薬の使

用量に関する指標（AMU 指標）を用いた量的・質的な評価ができる体制確保の推進 

3.1 医療、介護における感染予防・

管理と地域連携の推進 

・感染予防・管理（IPC）に関する地域の病院と関係機関（診療所、薬局、高齢者施設、

保健所、地方衛生研究所等）とが連携した活動を広げ、地域における総合的な感染症

対策ネットワークの具体的な活動モデルを構築し、段階的に全国での整備を支援する。 

・地域における感染防止対策の具体的な活動モデル（「地域感染症対策ネットワーク

（仮称）」）の開発に資する調査研究を実施 

・要件を満たす「地域感染症対策ネットワーク(仮称)」を設立した自治体数 

3.3 薬剤耐性感染症の集団発生へ

の対応能力の強化 

・「地域感染症対策ネットワーク（仮称）」（戦略 3.1 参照）による薬剤耐性感染症（ARI）

の集団発生対応支援 

➢ 院内感染による薬剤耐性感染症(ARI)の集団発生事例に地域で対応するための

マニュアル・ガイドラインの整備 

➢ 地域における薬剤耐性感染症(ARI)の集団発生を防ぐための早期報告を行う場

合の基準の整備 

・「地域感染症対策ネットワーク（仮称）」構成員に対する研修会の実施（戦略 2.1 と

連携） 

4.1 医療機関における抗微生物薬

の適正使用の推進 

・「地域感染症対策ネットワーク（仮称）」（戦略 3.1 参照）による抗微生物薬適正使

用（AMS）に関する専門家派遣、教育、コンサルテーション等による支援体制（戦略 1.2 

と連携）の整備と感染防止対策地域連携加算に基づく相互評価の推進 

5.2 薬剤耐性に関する普及啓発・

教育、感染予防・管理、抗微生

物剤の適正使用に関する研究

の推進 

・「地域感染症対策ネットワーク(仮称)」で利用可能な感染予防・管理（IPC）、抗微生

物薬適正使用(AMS)、動向調査情報を含めた総合的な地域連携システム開発にむけた研

究の実施（戦略 3.1 と連携） 
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アクションプランの記載事項より、地域感染症

対策ネットワークは、以下の要件を有することが

求められる。 

① 関係機関として、病院・診療所・薬局・

高齢者施設・保健所・地方衛生研究所

を含み、感染症に関して総合的なネ

ットワークであること 

② 薬剤耐性に関する動向調査活動や抗

微生物薬の使用量に関する指標を用

いた量的・質的な評価（サーベイラン

ス）ができる体制を有すること 

③ 感染予防・管理（IPC）、薬剤耐性感染

症の集団発生対応支援、抗微生物薬

の適正使用の推進に関する取り組み

（AMR対策アクション）を行うこと 

アクションプランにおいて、「地域における総合

的な感染症対策ネットワークの具体的な活動モデ

ルを構築し、段階的に全国での整備を支援する」

とされていること、また、成果指標として、要件を

満たす「地域感染症対策ネットワーク（仮称）」を

設立した自治体数が挙げられていることから、全

国各地で構築可能な標準モデルを設定し、その要

件を定める必要がある。 

〇 ネットワークを構築するにあたり、まず対象

地域・実施主体を設定する必要がある。平成 29

年度に本研究班において、47都道府県・20指定

都市を対象に実施した「感染症対策の地域ネッ

トワークに関するアンケート調査結果」からは、

地域単位としては、「都道府県を基本としつつ、

指定都市・二次医療圏単位、保健所単位など重

階層的なネットワーク」が良いと思われる。こ

の点を踏まえ、事業として、全国での整備を目

標とすると、都道府県並びに保健所を設置する

市及び特別区（以下「都道府県等」）が対象地域・

実施主体として適切と思われる。実施主体は自

治体とする一方で、実施主体となる自治体が行

うべき事務を除き、事業の全部または一部を大

学、基幹病院、医療系団体等に委託することが

できる形が望ましいと思われる。 

〇 次いで、ネットワークの方針等を決定する関

係機関・団体による運営会議体を設置する必要

がある。構成員としては、行政機関（医療法所

管部署・感染症法所管部署・保健所・地方衛生

研究所等）関係者、感染症にかかわる医療系団

体（地域の医師会・病院協会・看護協会・薬剤

師会・臨床検査技師会・老人保健施設協会・老

人福祉施設協会など）関係者、感染症・感染対

策の専門家を含めることが望ましい。 

〇 ネットワークの対象施設については、アクシ

ョンプランにおいて列挙されているように、感

染防止対策加算における地域連携を念頭に入

れておく必要がある。また、感染症対策はすべ

ての施設において取り組む必要があること、本

ネットワークがセーフティーネット（地域の感

染対策の相談・支援の窓口）としての役割も期

待されることから、対象地域のすべての施設を

含むことが望ましい。すべての施設を含むネッ

トワークの構築が難しい場合は、ネットワーク

への参加を強制するものではないが、広く参加

を呼びかける取組は求められる。施設として、

まずは、病院・医科診療所・高齢者施設を対象

とすることが望ましい。 

〇 地域ネットワークが行う事業の内容としては、

大きく（ア）サーベイランスと（イ）AMR 対策

アクションに分けられる。 

（ア）サーベイランスは、アクションプランでも列

挙されているように、対象地域における微生物

サーベイランスと抗菌薬サーベイランスを行

い、運営会議体等で評価を行うことや、研修会

等を通じて周知することが望まれる。全国均一

のサーベイランス体制とすることを前提とす

ると、2019 年 1 月に開始となった J-SIPHE

（ Japan Surveillance for Infection 

Prevention and Healthcare Epidemiology：感

染対策連携共通プラットホーム）（https://j-

siphe.ncgm.go.jp/）または J-SIPHE に準じた
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サーベイランス体制を構築することが要件に

なると思われる。J-SIPHE を導入する場合、参

加 施 設 規 約 （ https://j-

siphe.ncgm.go.jp/download/J-SIPHE 参加施設

規約.pdf）によると、参加施設は、感染防止対

策加算１・２を前提として設計されているため、

対象地域の①感染防止対策加算１・２連携、次

いで、保健所管内・二次医療圏、さらに都道府

県全体など、重層的にデータを積み上げていく

必要がある。一方、都道府県全域で独自のサー

ベイランスを行っている地域においては、都道

府県全体のデータを地域別や病床規模別など

で分けてデータ分析できる体制構築が望まし

い。 

（イ）AMR対策アクションとしては、さまざまな取

組があげられる。アクションプランの成果指

標として挙げられている微生物の薬剤耐性率

の低下や抗菌薬使用量の減少につながる内容

を含む必要がある。AMR、感染対策、抗菌薬適

正使用推進にかかる講演会の開催やホームペ

ージでの情報発信、薬剤耐性菌による集団発

生への対応支援体制の構築、感染症対策・抗

菌薬適正使用支援にかかる専門家派遣、コン

サルテーションなどが挙げられる。その他、

地域の薬剤耐性菌の菌株解析・微生物検査支

援、災害時の感染症対策、保険薬局における

AMR 対策、市民啓発などの先進的な取り組みを

行っている地域もあるが、まずは、全国どの

地域でも実施できる内容を要件としてネット

ワーク事業を開始し、発展的な取り組みのう

ち AMR対策上有用で、他地域でも実践可能な

内容であれば、事業の要件として追加してい

く方法が良いと思われる。 

 

以上の考察を踏まえ、地域感染症対策ネットワ

ークモデル事業を開始する際の参考となるよう、

モデル事業実施にあたっての検討事項・モデル事

業実施要綱（案）（資料１）を作成した。 

また、モデル地域の１例として、三重県感染対

策支援ネットワーク設置運営要綱（資料２）を参

考に、上記、モデル実施要綱（案）をもとに、各自

治体の参考となるよう〇〇県感染症対策ネットワ

ーク設置運営要綱（例）（資料３）を作成した。 

 

（２）三重県における取り組み 

１．アウトブレイク発生時の改善支援、感染対策

相談支援 

三重県内の医療機関において感染防止対策加算

１を取得している医療機関の ICT（医師・看護師・

薬剤師・臨床検査技師）を中心に、改善支援班員

71 名、相談支援班員 17 名（改善支援班員から選

定）が登録されており、必要時、支援を行うことが

できる体制がとられている。 

 多くの専門家を改善支援班員として登録してお

り、これら改善支援班員の質向上を目的に、昨年

度に引き続き研修会を実施した。国立感染症研究

所・感染症疫学センター第一室・主任研究員の山

岸拓也氏を講師として招き、架空の事例をもとに

したグループワークを行った。参加者は、44名（医

師 7名、看護師 21名、薬剤師 8名、臨床検査技師

7名、栄養士 1名、うち行政職員 3名）であった。

アンケート結果（n=38）では、満足 92%（n=35）、

やや満足 8%（n=3）の結果であり、満足度の高い研

修会となった。以下のようなコメントがあった。 

・アウトブレイクの際の ICT の動きを改めて

確認することができた。 

・基礎を学ぶことができた。考え方について学

ぶことができた。 

・アウトブレイク発生時の調査方法がよく分か

った。 

・各職種が混在したグループワークで、各部門

の声が聞けて良い経験をさせていただいた。 

・他施設の方と意見交換できてよかった。考え

方の基本がわかったので定期的に実施してほ

しい。 

改善支援依頼に応じることができるかの問いに

5

https://j-siphe.ncgm.go.jp/download/J-SIPHE参加施設規約.pdf
https://j-siphe.ncgm.go.jp/download/J-SIPHE参加施設規約.pdf
https://j-siphe.ncgm.go.jp/download/J-SIPHE参加施設規約.pdf


対しては、できる 11%（n=4）、多分できる 68%（n=26）、

できない 3%（n=1）、その他 13%（n=5）、無回答（n=2）

であった。改善支援班研修会は定期的に必要かと

の質問には、38 名中 37 名（97%）（無回答：1 名）

が必要との回答であり、経験する機会が乏しい改

善支援の実施に関するトレーニングは定期的に行

っていく必要があると考えられた。 

また、相談支援班のあり方についても、相談支

援班員 14 名が集まり検討を行った。現在、FAX、

メールでの問い合わせとしているが、質問者側か

らは、電話での相談のニーズもあがっている。加

算１の複数の施設を窓口とする案も挙げられたが、

各施設として相談を受けたのか、また MieICNetの

事業として受けたのかの線引きがあいまいである、

記録に残すことが難しいなどの意見が挙げられた

ため、引きつづき現行体制を継続していく方針と

なった。 

 

２．感染対策担当者を対象とした感染対策研修会 

病院・診療所・高齢者施設の感染対策担当者を

対象とした研修会を年２回定期的に開催している。 

第１回の研修会（図１上段）では、毎年、前年度

時に実施した各種事業（改善支援・相談支援・

MINIS・MACS）の報告を行っている。上記報告の後、

最近の感染症・感染対策の動向についての情報提

供、感染症診療についての特別講演を行った。175

名（医師 34 名、歯科医師 10 名、獣医師 1 名、看

護師 61 名、介護士 2 名、薬剤師 27 名、臨床検査

技師 27名、臨床工学士 3名、施設長・管理者 3名、

事務 2 名、栄養士 1 名、精神保健福祉士 1 名、そ

の他 3名）の参加があった。 

第２回の研修会（図１下段）では、「地域におけ

る抗菌薬適正使用の取り組み」のタイトルで、静

岡県における取組の講演の後、抗菌薬適正使用・

AST 活動について、嚥下・口腔ケアについての２部

構成の講演会を開催した。115名（医師 27名、看

護師 37 名、保健師 2 名、薬剤師 18 名、臨床検査

技師 27名、その他 4名）の参加があった。 

 

図１ MieICNet研修会パンフレット 
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MieICNetでは、研修会に参加できなかった方に

も情報提供するため、MieICNetのホームページに

おいて感染対策研修会の資料を掲載している

（http://www.mie-icnet.org/lecture/）。 

 

３．微生物サーベイランス（MINIS） 

微生物サーベイランスについては、分担研究者

の中村が担当した。2018年度上期は三重県内 94病

院のうち 41 病院が参加し、17,817 名分（94,297

株）のデータを収集した。MINISは、JANISフォー

マットのデータを取り込むことができるシステム

としているため、JANIS参加施設には、新たな業務

が発生せず、データ提供できる形となっている。

また、JANIS に参加していない病院もできるだけ

参加できるようデータ作成用ツールをホームペー

ジで提供している。 

還元情報としては、各医療機関に自施設のデー

タをフィードバックすることに加え、三重県全体・

病床規模別・地域別の３種類の還元情報を作成し、

MieICNetの研修会でフィードバックした。2018年

上期の時点においては、耐性菌の全項目において、

2020年の目標値を達成していないことが分かった。 

また、県内病院を対象に実施したアンケート調

査の結果（n=62, 回収率 66%）、微生物検査を院内

で実施している施設は 42%で、外注で実施してい

る施設（58%）の方が多いことが分かった。MINIS

では、JANIS 未参加施設も参加できるためのデー

タ作成用ツールを公開しているが、実際の作業が

煩雑とのコメントも見られており、中小病院をさ

らに取り込むためには、外注施設のデータから

JANIS フォーマットに変換できるような働きかけ

が必要と考えられた。 

 

４．抗菌薬サーベイランス（MACS） 

抗菌薬サーベイランス（MACS）については、分担

研究者の村木が担当した。MACSは、抗菌薬使用動

向 調 査 シ ス テ ム （ Japan Antimicrobial 

Consumption Surveillance:JACS）を用いて実施し

ている。 

 本年度は 2015 年～2017 年における使用量調査

を実施した。2015年～16年の登録施設は 19、2017

年は 23施設で、3年連続して提出した施設は 9施

設であった。2015〜2017年における AUD、DOTを感

染防止対策加算別に比較したところ、加算 1の AUD

は経年的に増加傾向であったが、加算 2 では減少

傾向であった。加算 1 の DOT は経年的に増加から

横ばい、加算 2 では年でばらつきを認めたが、加

算に関係なく、急激な増加を認める施設はなかっ

た。また、抗 MRSA薬、カルバペネム系薬について

加算別に AUD を比較したところ、加算 2 の施設で

は抗 MRSA薬のなかでも、ダプトマイシンやリネゾ

リドがほとんど使用されていないこと、一部の加

算 2 の施設においてカルバペネムの使用量が多い

施設があることが分かった。本結果については、

三重県感染対策支援ネットワーク研修会にてフィ

ードバックを行うとともに、登録施設にはメール

にてコメントを添えて結果を送付した。 

 MACSはサーベイランスに参加した施設のデータ

の集計であり、県全体の抗菌薬使用量を把握する

には、網羅的な手法が必要となる。そこで、NDBを

用いて評価を行った。注射薬総量における三重県

の抗菌薬使用動向は、DID（DDD/人口 1000 人）を

指標にした場合、いずれの年齢群においても他の

都道府県と比べ少なかったが、使用日数では 65歳

以上の年齢群を除いて全国平均を上回っていた。

一方、経口薬総量では、15歳未満以外の年齢群に

おいて DID,使用日数ともに全国平均を上回ってい

た。本年度末に、二次医療圏別のデータも入手し

たため、来年度は、三重県内の 4 つの二次医療圏 

(北勢、中勢伊賀、南勢志摩、東紀州) における抗

菌薬使用動向の把握、および、全国の他の二次医

療圏との比較を行う予定である。 

 

５．抗菌薬適正使用に関する教育 

抗菌薬適正使用に関する教育については、分担

研究者の鈴木が担当した。既存の MieICNetの活動
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内容には、AMR対策アクションプランで示された 6

分野の 1 つである「普及活動・教育」や「抗微生

物薬の適正使用」は含まれていないため、抗菌薬

適正使用の理解と、感染症診療の基本を学ぶため

の教育プログラムの開発に取り組んだ。初年度に

開発した、抗菌薬適正使用の理解と、初学者が感

染症診療の基本を学ぶための教育プログラム

（ MiMID: Mie Master Course of Infectious 

Diseases）を用いて、本年度は初期研修医に向け

た研修会を 2 回開催した。また、この講演資料を

もとに標準的な感染症診療・抗菌薬適正使用の基

本的事項をまとめた手引きをハンドアウトとして

取りまとめ、医師会等を通じて周知した地域研修

会 を 1 回 開 催 し た （ http://www.mie-

icnet.org/lecturedetail/900/）。地域研修会には、

128 名が参加し、113名（医師 29、 看護師 33、薬

剤師 27、検査技師 20、その他 4名）からアンケー

ト結果を得た。医師の卒後年数としては、初期研

修医 15%、3年目～10年目が 9%、11年目～20年目

が 18%、21年以降が 58%と、ベテランの医師が多く

参加する会となった。 

 

６．高齢者施設等を対象とした研修会 

高齢者施設等を対象とした研修会については、

分担研究者の新居が担当した。本年度も昨年度同

様、三重県内の高齢者施設を対象に、県下３箇所

で 研 修 会 を 開 催 し た （ http://www.mie-

icnet.org/lecturedetail/878/）。県下 232 の高齢

者施設に案内し、58施設（全体の 25%）から 99名

の参加があった。講師・ファシリテーターは、三重

県内に在職する感染管理認定看護師 12 名が勤め

た。計２時間のレクチャー・演習・グループワーク

を行い、概ね高い評価が得られた。 

 

７．市民への啓発活動 

薬剤耐性（AMR）対策推進月間である 11 月を中

心に市民を対象に啓発活動を行った。 

本年度の市民公開講座は、高齢者とその家族を

主な対象と位置づけ、三重県内の病院、高齢者施

設、保険薬局にチラシとポスターを配布するとと

もに、駅構内にポスターを掲示した。また、三重交

通のバス 2 台側面に AMR に関する巨大ポスターを

貼り 11月の 1か月間、人通りが多い路線（津・四

日市）で運行を行った。11月 23日（木・祝）に市

民公開講座(上手に付き合おう「バイキン」と「ク

スリ」～肺炎についてもっと知ろう～)を開催した。

市民公開講座では、講演のほか、手洗い演習や顕

微鏡での微生物観察など体験型のコーナーも設け

た。これら市民啓発活動の準備から終了までの活

動内容を整理した。 

 

D.考察 

本研究班では、AMR対策アクションプランで求

められる地域の病院と関係機関とが連携した総合

的な感染症対策ネットワークを全国各地で構築で

きるよう、三重県全域を対象地域として、地域モ

デルを構築し、各種 AMR対策を実施するととも

に、ネットワークのモデル事業化へ向けた検討を

行った。 

地域感染症対策ネットワークを全国で整備する

ことを目標とした場合、自治体が実施主体となる

必要がある。対象地域に関しては、三重県のよう

に都道府県全域での取り組みを実施している地域

もある一方で、保健所単位で実施している地域も

みられることを踏まえ、都道府県並びに保健所を

設置する市及び特別区（都道府県等）が対象地域

としては適切と考えられた。 

ネットワークの方針等を決定する会議体とし

て、三重県は多くの医療系団体、行政機関を含め

ているが、全ての地域で同様の会議体の設置は困

難と考え、地域の医師会・病院協会・薬剤師会・

臨床検査技師会・老人保健施設協会・老人福祉施

設協会などを含める案とした。 

対象施設については、病院・医科診療所がまず

は対象になると考えられるが、AMR対策を推進し

ていく上で、高齢者施設は重要と考え、高齢者施
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設も含める案とした。 

ネットワークが行う事業について、サーベイラ

ンスと AMR対策アクションに分けて整理した。サ

ーベイランスについて、三重県では、独自の微生

物サーベイランス、抗菌薬サーベイランスを実施

しているが、全国標準を考えると、J-SIPHEに統

一していくのが良いと考え、J-SIPHEを主体とし

た案とした。また、アクションについては、各地

域のネットワーク独自の取り組みもあるが、AMR

対策アクションプランに記載されている内容を主

に記載した。 

 

E.結論 

平成 27年度から実施している三重県における

感染症対策の地域ネットワーク（MieICNet）の活

動を基軸に、研究班として活動内容を充実させる

ことができた。また、全国の自治体を対象に実施

したアンケート結果をもとに、モデル事業実施要

綱（案）を策定した。本研究成果が、地域感染症

対策ネットワーク普及の一助となれば幸いであ

る。 
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克紀、八木哲也、村上啓雄、賀来満夫.感染症

対策の地域ネットワークに関する全国アンケ

ート調査.第 34 回日本環境感染学会総会・学

術集会（神戸）, (2019.2) 

5) 新居晶恵、中村明子、中原弘喜、山崎大輔、福

田みどり、田辺正樹. 薬剤耐性（AMR）に関す

る市民啓発の取り組み. 第 34回日本環境感染

学会総会・学術集会（神戸）, (2019.2) 

6) 山崎大輔、田辺正樹、村木優一、日馬由貴、石

金正裕、大曲貴夫．ナショナルデータベースを

用いた抗菌薬使用量と使用日数の年齢群別の
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比較. 第 34 回日本環境感染学会・学術集会 

(神戸), (2019.2) 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

特になし 

2. 実用新案登録 

特になし 

3.その他 

特になし 
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地域感染症対策ネットワークモデル事業実施にあたっての検討事項 

2016年 4月に策定された薬剤耐性（AMR）対策アクションプランにおいて、地域感染症対策ネット

ワークについては、表１の事項が記載されている。

表１．薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン（抜粋） 

戦略 方針・取組・指標 

2.1 医療・介護分野における薬剤耐性に

関する動向調査の強化 

・「地域感染症対策ネットワーク（仮称）」による動向調査活動への活用を推

進 

2.2 医療機関における抗微生物薬使用

量の動向の把握 

「地域感染症対策ネットワーク(仮称)」(戦略 3.1 参照)等において抗微生物

薬の使用量に関する指標（AMU 指標）を用いた量的・質的な評価ができる

体制確保の推進 

3.1 医療、介護における感染予防・管理

と地域連携の推進 

・感染予防・管理（IPC）に関する地域の病院と関係機関（診療所、薬局、高

齢者施設、保健所、地方衛生研究所等）とが連携した活動を広げ、地域に

おける総合的な感染症対策ネットワークの具体的な活動モデルを構築し、

段階的に全国での整備を支援する。 

・地域における感染防止対策の具体的な活動モデル（「地域感染症対策ネ

ットワーク（仮称）」）の開発に資する調査研究を実施 

・要件を満たす「地域感染症対策ネットワーク(仮称)」を設立した自治体数

3.3 薬剤耐性感染症の集団発生への対

応能力の強化 

・「地域感染症対策ネットワーク（仮称）」（戦略 3.1 参照）による薬剤耐性感

染症（ARI）の集団発生対応支援 

➢ 院内感染による薬剤耐性感染症(ARI)の集団発生事例に地域で対応

するためのマニュアル・ガイドラインの整備

➢ 地域における薬剤耐性感染症(ARI)の集団発生を防ぐための早期報

告を行う場合の基準の整備

・「地域感染症対策ネットワーク（仮称）」構成員に対する研修会の実施（戦

略 2.1 と連携） 

4.1 医療機関における抗微生物薬の適

正使用の推進 

・「地域感染症対策ネットワーク（仮称）」（戦略 3.1 参照）による抗微生物薬

適正使用（AMS）に関する専門家派遣、教育、コンサルテーション等による

支援体制（戦略 1.2 と連携）の整備と感染防止対策地域連携加算に基づく

相互評価の推進 

5.2 薬剤耐性に関する普及啓発・教育、

感染予防・管理、抗微生物剤の適正

使用に関する研究の推進 

・「地域感染症対策ネットワーク(仮称)」で利用可能な感染予防・管理

（IPC）、抗微生物薬適正使用(AMS)、動向調査情報を含めた総合的な地域

連携システム開発にむけた研究の実施（戦略 3.1 と連携） 
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アクションプランの記載事項より、地域感染症対策ネットワークは、以下の要件を有することが

求められる。 

① 関係機関として、病院・診療所・薬局・高齢者施設・保健所・地方衛生研究所を含み、感染

症に関して総合的なネットワークであること 

② 薬剤耐性に関する動向調査活動や抗微生物薬の使用量に関する指標を用いた量的・質的な

評価ができる体制を有すること 

③ 感染予防・管理（IPC）、薬剤耐性感染症の集団発生対応支援、抗微生物薬の適正使用の推進

に関する取り組み（AMR対策アクション）を行うこと 

アクションプランにおいて、「地域における総合的な感染症対策ネットワークの具体的な活動モデ

ルを構築し、段階的に全国での整備を支援する」とされていること、また、成果指標として要件を満

たす「地域感染症対策ネットワーク（仮称）」を設立した自治体数が挙げられていることから、全国

各地で構築可能な標準モデルを設定し、その要件を定める必要がある。 

 

〇 ネットワークを構築するにあたり、まず対象地域・実施主体を設定する必要がある。平成 29年

度に本研究班において、47都道府県・20指定都市を対象に実施した「感染症対策の地域ネットワ

ークに関するアンケート調査結果」からは、地域単位としては、「都道府県を基本としつつ、指定

都市・二次医療圏単位、保健所単位など重階層的なネットワーク」が良いと思われる。この点を

踏まえ、事業として、全国での整備を目標とすると、都道府県並びに保健所を設置する市及び特

別区（以下「都道府県等」という。）が対象地域・実施主体として適切と思われる。実施主体は自

治体とする一方で、実施主体となる自治体が行うべき事務を除き、事業の全部または一部を大学、

基幹病院、医療系団体等に委託することができる形が望ましいと思われる。 

 

〇 次いで、ネットワークの方針等を決定する関係機関・団体による運営会議体を設置する必要が

ある。構成員としては、行政機関（医療法所管部署・感染症法所管部署・保健所・地方衛生研究

所等）関係者、感染症にかかわる医療系団体（地域の医師会・病院協会・看護協会・薬剤師会・

臨床検査技師会・老人保健施設協会・老人福祉施設協会など）関係者、感染症・感染対策の専門

家を含めることが望ましい。 

 

〇 ネットワークの対象施設については、アクションプランにおいて列挙されているように、感染

防止対策加算における地域連携を念頭に入れておく必要がある。また、感染症対策はすべての施

設において取り組む必要があること、本ネットワークがセーフティーネット（地域の感染対策の

相談・支援の窓口）としての役割も期待されることから、対象地域のすべての施設を含むことが

望ましい。すべての施設を含むネットワークの構築が難しい場合は、ネットワークへの参加を強

制するものではないが、広く参加を呼びかける取組は求められる。施設としては、病院・医科診

療所・高齢者施設を対象とすることが望ましい。 
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〇 地域ネットワークが行う事業の内容としては、大きく（１）サーベイランスと（２）AMR対策ア

クションに分けられる。

（１）サーベイランスは、アクションプランでも列挙されているように、対象地域における微生物サ

ーベイランスと抗菌薬サーベイランスを行い、運営会議体等で評価を行うことや、研修会等を通

じて周知することが望まれる。全国均一のサーベイランス体制とすることを前提とすると、2019

年 1月に開始となった J-SIPHE（Japan Surveillance for Infection Prevention and Healthcare 

Epidemiology：感染対策連携共通プラットホーム）（https://j-siphe.ncgm.go.jp/）または J-

SIPHE に準じたサーベイランス体制を構築することが要件になると思われる。J-SIPHE を導入す

る場合、参加施設規約（https://j-siphe.ncgm.go.jp/download/J-SIPHE参加施設規約.pdf）によ

ると、参加施設は、感染防止対策加算１・２を前提として設計されているため、対象地域の①感

染防止対策加算１・２連携、次いで、保健所管内・二次医療圏、さらに都道府県全体など、重層

的にデータを積み上げていく必要がある。一方、都道府県全域で独自のサーベイランスを行って

いる地域においては、都道府県全体のデータを地域別や病床規模別などで分けてデータ分析でき

る体制構築が望ましい。 

（２）AMR対策アクションとしては、さまざまな取組があげられる。アクションプランの成果指標と

して挙げられている微生物の薬剤耐性率の低下や抗菌薬使用量の減少につながる内容を含む必要

がある。AMR、感染対策、抗菌薬適正使用推進にかかる講演会の開催やホームページでの情報発

信、薬剤耐性菌による集団発生への対応支援体制の構築、感染症対策・抗菌薬適正使用支援にか

かる専門家派遣、コンサルテーションなどがあげられる。その他、地域の薬剤耐性菌の菌株解

析・微生物検査支援、災害時の感染症対策、保険薬局における AMR対策、市民啓発などの先進的

な取り組みを行っている地域もあるが、まずは、全国どの地域でも実施できる内容を要件として

ネットワーク事業を開始し、発展的な取り組みのうち AMR対策上有用で、他地域でも実践可能な

内容であれば、事業の要件として追加していく方法が良いと思われる。 

以上の考察を踏まえ、地域感染症対策ネットワークモデル事業を開始する際の参考となるよう、

モデル事業実施要領（案）を作成した。
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地域感染症対策ネットワークモデル事業実施要綱（案） 

 

第１．目的 

本事業は、薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン（平成 28 年 4 月 5 日 国際的に脅威となる感

染症対策関係閣僚会議）において示された方針に則り、感染予防・管理（IPC）に関する地域の病院

と関係機関（診療所、薬局、高齢者施設、保健所、地方衛生研究所等）とが連携した活動を広げ、地

域における総合的な感染症対策ネットワーク（以下「ネットワーク」という。）を構築するために実

施するものである。 

ネットワークの構築を通じて、医療機関の入院及び外来部門、高齢者施設、在宅医療などの様々

な臨床現場においても感染予防・管理（IPC）に一体的に取り組めるような連携体制を推進すること、

および、現場レベルでの既存の感染制御チーム（ICT）の取組と新たな抗微生物薬適正使用（AMS）の

取り組みとが連携した総合的な薬剤耐性(AMR)対策を推進することを目的とする。 

 

第２．実施主体 

都道府県並びに保健所を設置する市及び特別区（以下「都道府県等」という。）とする。なお、都

道府県が実施主体となる場合においては、都道府県全域での取組に加え、二次医療圏、保健所等の

地域ごとの取組も行うこと、また、保健所を設置する市及び特別区が実施主体となる場合において

は、都道府県の取組と調整することが望ましい。 

なお、実施主体が自ら実施するほか、実施主体が行うべき事務を除き、事業の全部または一部を

大学、基幹病院、医療系団体等に委託することができる。 

 

第３．地域感染症対策ネットワーク運営会議 

 ネットワークにおける活動の取組についての企画・検証を行うため、感染症対策ネットワーク運

営会議（仮称）を設置することを基本とする。なお、運営会議には、各地域における以下の組織・団

体が指名する者を含むものとする。 

 （１）医師会が指名する者 

 （２）病院協会が指名する者 

 （３）看護協会が指名する者 

 （４）薬剤師会が指名する者 

 （５）臨床検査技師会が指名する者 

 （６）老人保健施設協会が指名する者 

 （７）老人福祉施設協会が指名する者 

 （８）地方衛生研究所が指名する者 

 （９）保健所長会が指名する者 

 上記に加え、感染症及び感染対策の専門家を含めることや、自治体内において、医療法を所管す

る部署および感染症法を所管する部署の両部署が運営会議に関わることが望ましい。 
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第４．対象施設 

ネットワークの対象施設は、病院・医科診療所・高齢者施設とし、当該地域の全ての施設を対象と

することが望ましい。すべての施設を対象とすることができない場合においても、広く参加を呼び

かけること。 

 

第５．事業内容 

ネットワークでは、（１）サーベイランス事業と（２）AMR対策アクション事業を行う。 

（１）サーベイランス事業 

 地域における薬剤耐性に関する動向調査活動（微生物サーベイランス）と抗微生物薬の使用量に

関する指標を用いた量的・質的な評価（抗菌薬サーベイランス）を行い、その結果を運営会議におい

て検証し、AMR対策アクションにつなげること。また、講演会、ウェブサイト、メーリングリスト等

を通じて、結果を地域の関係者に還元すること。 

 サーベイランスの手法としては、2019年 1月に開始となった J-SIPHE（Japan Surveillance for 

Infection Prevention and Healthcare Epidemiology：感染対策連携共通プラットホーム）

（https://j-siphe.ncgm.go.jp/）または J-SIPHEに準じたサーベイランスを基本とすること。なお、

地域のすべての病院に対して、サーベイランスの参加を呼びかけること。また、サーベイランスデ

ータは、保健所管内、二次医療圏、都道府県全体などの地域別や病床規模別で分けて分析すること

が望ましい。 

（２）AMR対策アクション事業 

ア 集団発生対応支援 

 医療及び介護における薬剤耐性感染症の集団発生への対応を支援するため、下記に掲げる支援を行

うこと（下記は例であり、すべてを実施することを要しない。）。 

① 院内感染による薬剤耐性感染症の集団発生事例に地域で対応するためのマニュアル・ガイドライ

ンの整備 

 ② 地域における薬剤耐性感染症の集団発生を防ぐための早期報告を行う場合の基準の整備 

 ③ ネットワーク構成員に対する集団発生対応にかかる研修会の実施 

 ④ 地域の医療機関・高齢者施設等において、感染症集団発生が生じた際に、専門家を派遣するなどの

支援体制の構築 

 ⑤ 地域の医療機関・高齢者施設等において、感染症集団発生を防ぐための相談に対して専門家が回

答するなどの相談体制の構築 

イ 抗微生物薬の適正使用の推進 

 地域の医療機関における抗微生物薬の適正使用を推進するため、下記に掲げる支援を行うこと（下記

は例であり、すべてを実施することを要しない。）。 

① 抗微生物薬適正使用にかかる地域の医療機関への専門家の派遣 

② ネットワーク構成員に対する抗微生物薬適正使用にかかる研修会の実施 

③ 地域の医療機関において、抗微生物薬を適正に使用するための相談に対して専門家が回答するな

どの相談体制の構築 

④ 感染防止対策地域連携加算に基づく相互評価の推進 
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ウ AMR対策アクションにかかる情報発信 

  上記ア及びイの取組について、講演会の開催やウェブサイト、メーリングリスト等を通じて、地域の

関係者に対して情報提供や教育を行うこと。 

 

第６．補助基準額 

本事業の補助基準額は、一地域当たり〇〇千円以内とする。 

補助率は、〇〇とする。 

 

第７．補助対象経費 

本事業の補助対象経費は、次のとおりとする。 

職員手当等、報償費、旅費、消耗品費、材料費（医薬品費、診療材料費）、印刷製本費、通信運搬

費、借料及び損料（会場借料）、会議費、社会保険料、雑役務費、ホームページやサーベイランスシ

ステムの構築及びメンテナンスに要する費用、委託費（上記経費に該当するもの。） 
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三重県感染対策支援ネットワーク設置運営要綱

（目 的）

第１条 この要綱は、三重県内の医療機関が行う感染対策の取り組みを支援す

るとともに、アウトブレイク発生時などの緊急時に医療機関に対して的確な支

援を行うため、三重県感染対策支援ネットワーク（Mie Infection Control 
Network：MieICNet）（以下、「感染対策支援ネットワーク」という。）の設置

及び運営に関し、必要な事項を定める。

（構 成）

第２条 感染対策支援ネットワークは、次に掲げる構成員により構成する。

（１）感染対策に関し専門的な知識を有する専任の医師、看護師、薬剤師、臨

床検査技師を配置している病院

（２）その他病院及び診療所

２ 前項第１号の病院としては、診療報酬上の感染防止対策加算１を取得して

いる病院などが該当する。

（活 動）

第３条 感染対策支援ネットワークは、次の各号に掲げる活動を行う。

（１）アウトブレイク時における適切な対応及び再発防止への支援

（２）感染対策に関する相談支援

（３）県内の病院における微生物検出状況の把握及び微生物検査の支援

（４）県内の病院における抗菌薬使用状況の把握

（５）感染症及び感染対策に関する情報発信、並びに県内医療機関を対象とし

た感染対策研修会の開催

（６）その他、医療機関における感染対策の向上に資する取り組み

（三重県感染対策支援ネットワーク運営会議）

第４条 前条に掲げる活動の取り組みについての企画・検証を行うため、三重県

感染対策支援ネットワーク運営会議（以下、「運営会議」という。）を設置する。

２ 運営会議は、次に掲げる委員をもって構成し、三重県医療保健部長（以下、

「医療保健部長」という。）が委嘱する。

（１）県医師会が指名する者

（２）県歯科医師会が指名するもの

（３）県病院協会が指名する者

（４）県看護協会が指名する者
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（５）県薬剤師会及び県病院薬剤師会が指名する者

（６）県臨床検査技師会が指名する者

（７）その他感染対策に専門的な知識を有する医師、看護師、薬剤師及び臨床

検査技師

（８）県獣医師会が指名する者

（９）県老人保健施設協会が指名する者

（１０）県老人福祉施設協会が指名する者

（１１）県医療保健部薬務感染症対策課長が指名する者

（１２）県保健環境研究所長が指名する者

（１３）県保健所長会が指名する者

３ 委員の任期は２年とする。ただし、委員に欠員が生じた場合の補充委員の任

期は、前任者の在任期間とする。委員の再任は妨げない。

４ 運営会議に、会長及び副会長を置く。会長は委員の互選によって選任し、副

会長は会長が指名する。会長は運営会議を総括し、会議の議長となる。副会長

は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたときは、その職務を代理

する。

５ 運営会議は会長が必要に応じて招集し、開催するものとする。運営会議は、

委員の過半数が出席しなければ、これを開き決議を行うことができない。会長

が必要と認めるときは、委員以外の者を運営会議に出席させ、説明を求め又は

意見を述べさせることができる。

（感染対策専門家集団）

第５条 県内の医療機関の感染対策を支援するため、医療機関への改善支援を

行う感染対策専門家集団（以下、「改善支援班」という。）及び相談支援を行う

感染対策専門家集団（以下、「相談支援班」という。）を設置する。

２ 改善支援班員は、県内医療機関の次の感染対策専門家の中から医療保健部

長が委嘱する。なお、任期は２年とし、再任を妨げない。

（１）第２条第１項第１号の医療機関において、感染対策業務に専任又は専従

で勤務する医師、看護師、薬剤師、臨床検査技師

（２）感染症専門医

（３）感染管理認定看護師

（４）感染制御専門薬剤師又は感染制御認定薬剤師

（５）感染制御認定臨床微生物検査技師

（６）その他、所属医療機関長の推薦があり、上記（２）から（５）までの感

染対策専門家に準じる技術、能力を有すると医療保健部長が認めた者

３ 相談支援班員は、前項で委嘱された者の中から医療保健部長が指名する。な
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お、任期は２年とし、再任を妨げない。

（アウトブレイク時における支援）

第６条 県内の医療機関は、アウトブレイク発生時において、必要に応じ、感染

対策支援ネットワークにアウトブレイクの要因分析及び対応に係る支援（以下、

「改善支援」という。）を依頼することができる。

２ 感染対策支援ネットワークに改善支援の依頼があった場合、運営会議は、改

善支援チーム派遣の必要性を検討する。必要があると判断した場合、改善支援

チームを構成する担当者（以下、「改善支援担当者」という。）を第５条第２項

の改善支援班員から人選する。

３ 運営会議は、必要な場合には、第５条第２項の改善支援班員以外の専門家に

依頼することができる。

４ 改善支援担当者は、当該医療機関の協力を得て、アウトブレイクの実態把握

と要因分析を行う。また、当該医療機関の行った感染対策の評価を行うととも

に、適切と思われる感染対策の実施に関する改善指導を行う。

５ 改善支援担当者は、速やかに報告書（参考様式）を作成し、運営会議に報告

する。

６ 当該医療機関は、改善支援担当者の所属医療機関の長に対し派遣依頼を行

い、旅費、宿泊費及び日当を負担する。

（感染対策に関する相談支援）

第７条 県内の医療機関は、感染対策・教育に関して、感染対策支援ネットワー

クに相談することができる。ただし、個別の患者の治療方法等は含まれない。 
２ 感染対策支援ネットワークは、第５条第３項の専門家の所属する医療機関

内に感染対策相談窓口を設置する。

３ 相談を希望する医療機関は、アウトブレイクなどの緊急の場合を除き、感染

対策相談票（様式第１号）に相談内容等の必要事項を記載し、電子メール又は

ファクシミリにより、感染対策相談窓口へ送付する。

４ 感染対策相談窓口は、相談内容に応じて、相談支援班員の中から回答者（以

下、「相談回答者」という。）を選定する。

５ 相談回答者は、感染対策相談回答票（様式第２号）に回答内容等の必要事項

を記載し、感染対策相談窓口へ送付する。感染対策相談窓口の担当者は、当該

医療機関に回答結果を連絡する。

６ 感染対策相談窓口は、感染対策相談の件数・内容に関して、年に一度、運営

会議へ報告する。

７ 感染対策支援ネットワークは、相談支援に要する費用を負担する。
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（微生物サーベイランス事業）

第８条 感染対策支援ネットワークは、県内の医療機関における微生物検出状

況及び薬剤耐性状況の把握（以下、「微生物サーベイランス事業」という。）を

行う。

２ 感染対策支援ネットワークは、微生物サーベイランス事業への参加を希望

する県内の病院を、三重県医療保健部医務国保課（以下、「医務国保課」とい

う。）を通じて募集する。

３ 微生物サーベイランス事業への参加を希望する病院は、医務国保課を通じ

て感染対策支援ネットワークへ登録する。なお、微生物サーベイランス事業か

ら脱退を希望する参加病院は、病院長名で感染対策支援ネットワークに対して

届出を行う。

４ 参加病院は、定められたデータを感染対策支援ネットワークへ提出する。な

お、微生物サーベイランス事業実施の詳細については、別に定める。

５ 感染対策支援ネットワークは、データ解析を行い、参加病院へ解析結果を還

元する。

６ 微生物サーベイランス事業によって得られたデータ及び解析評価情報につ

いては、医療機関における感染対策を支援する目的以外には使用しない。個別

の病院の同定を可能とするデータ及び解析結果は、参加病院の了承を得ること

なくこれを公開しない。

７ 感染対策支援ネットワークは、解析結果を検討し、県全体のデータについて

ホームページ等で公表する。

（微生物検査の支援）

第９条 感染対策支援ネットワークは、県内の医療機関において実施可能な特

殊検査を把握する。

２ 感染対策支援ネットワークは、県内の医療機関から各医療機関で実施でき

ない特殊検査についての相談があった場合、前項で把握した専門機関を紹介す

る。

３ 医療機関で特殊検査を実施する場合、検査依頼医療機関は、実施医療機関で

定めた依頼方法に基づき依頼を行うとともに、検査に必要な費用を支払う。

（抗菌薬サーベイランス事業）

第１０条 感染対策支援ネットワークは、県内の医療機関の抗菌薬使用状況の

把握（以下、「抗菌薬サーベイランス事業」という。）を行う。

２ 感染対策支援ネットワークは、抗菌薬サーベイランス事業への参加を希望

する県内の病院を、医務国保課を通じて募集する。

３ 抗菌薬サーベイランス事業への参加を希望する病院は、医務国保課を通じ
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て、感染対策支援ネットワークへ登録する。なお、抗菌薬サーベイランス事業

から脱退を希望する参加病院は、病院長名で感染対策支援ネットワークに対し

て届出を行う。

４ 参加病院は、定められたデータを感染対策支援ネットワークへ提出する。な

お、抗菌薬サーベイランス事業実施の詳細については、別に定める。

５ 感染対策支援ネットワークは、データ解析を行い、参加病院に解析結果を還

元する。

６ 抗菌薬サーベイランス事業によって得られたデータ及び解析評価情報につ

いては、医療機関における感染対策を支援する目的以外には使用しない。個別

の病院の同定を可能とするデータ及び解析結果は、参加病院の了承を得ること

なくこれを公開しない。

７ 感染対策支援ネットワークは、解析結果を検討し、県全体のデータについて

ホームページ等で公表する。

（情報発信及び感染対策研修会の開催）

第１１条 感染対策支援ネットワークは、感染症及び感染対策に関してホーム

ページ等を活用し情報発信を行う。なお、情報発信にあたっては、三重県感染

症情報センターとも協力して実施する。

２ 感染対策に係る最新情報の取得、技術等の向上を図るための研修会を開催

する。

（実施主体及び事務局）

第１２条 感染対策支援ネットワークの実施は、医務国保課が行う。ただし、事

務局設置のほか、必要な業務の一部を委託することができる。

（雑 則）

第１３条 この要綱に定めるもののほか、感染対策支援ネットワークの運営に

必要な事項は、別に定める。

附 則

この要綱は平成２７年１０月１日から施行する。

この要綱は平成２９年５月１日から施行する。

この要綱は平成２９年１２月１日から施行する。

この要綱は平成３０年４月１日から施行する。
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〇〇県感染症対策ネットワーク設置運営要綱（例） 

（目 的） 

第１条 この要綱は、〇〇県において、感染予防・管理に関する病院と関係機関（診療所、

薬局、高齢者施設、保健所等）とが連携した活動と広げ、感染症対策を総合的に推進する

ため、〇〇県感染症対策ネットワーク（〇〇〇〇）（以下、「感染症対策ネットワーク」と

いう。）の設置及び運営に関し、必要な事項を定める。 

（構 成） 

第２条 感染症対策ネットワークは、次に掲げる構成員により構成する。 

（１）感染症対策に関し専門的な知識を有する専任・専従の医師、看護師、薬剤師、臨床

検査技師を配置している病院 

（２）その他病院及び医科診療所

（３）介護老人福祉施設、介護老人保健施設及び介護医療院

２ 前項第１号の病院としては、診療報酬上の感染防止対策加算１を取得している病院など

が該当する。 

（活 動） 

第３条 感染症対策ネットワークは、次に掲げる活動を行う。 

（１）サーベイランス活動

ア 薬剤耐性（AMR）に関する動向調査活動（以下「微生物サーベイランス」という。）

イ 抗微生物薬の使用量に関する指標を用いた量的・質的な評価（以下「抗菌薬サー

ベイランス」という。） 

（２）薬剤耐性（AMR）対策活動

ア 医療及び介護における薬剤耐性感染症の集団発生への対応支援

イ 抗微生物薬の適正使用の推進

（３）感染症及び感染対策に関する情報発信

（４）その他感染症対策の向上に資する取組

（〇〇県感染症対策ネットワーク運営会議） 

第４条 前条に掲げる活動の取り組みについての企画・検証を行うため、〇〇県感染症対策

ネットワーク運営会議（以下、「運営会議」という。）を設置する。

２ 運営会議は、次に掲げる委員をもって構成し、〇〇県〇〇部長が委嘱する。 

（１）県医師会が指名する者

（２）県病院協会が指名する者

（３）県看護協会が指名する者

（４）県薬剤師会が指名する者
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（５）県臨床検査技師会が指名する者

（６）県老人保健施設協会が指名する者

（７）県老人福祉施設協会が指名する者

（８）県衛生研究所が指名する者

（９）県保健所長会が指名する者

（１０）その他感染対策に専門的な知識を有する医師、看護師、薬剤師及び臨床検査技師

（１１）県〇〇課長が指名する者※1

（※1 運営会議に医療法所管部署、感染症法所管部署の両部署が関わることが望ましい） 

３ 委員の任期は〇年とする。ただし、委員に欠員が生じた場合の補充委員の任期は、前任

者の在任期間とする。委員の再任は妨げない。 

４ 運営会議に、会長を置き、〇〇によって選任する。会長は運営会議を総括し、会議の議

長となる。 

５ 運営会議は会長が必要に応じて招集し、開催するものとする。運営会議は、委員の過半

数が出席しなければ、これを開き決議を行うことができない。会長が必要と認めるときは、

委員以外の者を運営会議に出席させ、説明を求め又は意見を述べさせることができる。 

（微生物サーベイランス） 

第５条 感染症対策ネットワークは、J-SIPHE（感染対策連携共通プラットフォーム）の微

生物・耐性菌関連情報を用いて、県内の医療機関における微生物検出状況及び薬剤耐性状

況の把握（以下、「微生物サーベイランス」という。）を行う。 

２ 感染対策支援ネットワークは、微生物サーベイランスへの参加を希望する県内の病院を、

〇〇県○○部○○課（以下、「事務局」という。）を通じて募集する。 

３ 微生物サーベイランスへの参加を希望する病院は、事務局を通じて感染症対策ネットワ

ークへ登録する。なお、微生物サーベイランスから脱退を希望する参加病院は、病院長名

で事務局に届出を行う。 

４ 第２条第１項第１号の病院（感染防止対策加算１算定病院）が、連携する加算２算定病

院と連携して参加することを基本とする。なお、感染防止対策加算を算定していない病院

においても連携可能な加算１病院と連携することで参加可能とする。 

５ 第２条第１項第１号の病院は、感染防止対策地域連携加算による連携等を通じて二次医

療圏単位でデータを収集する。 

６ 二次医療圏単位で微生物サーベイランスの基幹病院を定め、前項のとりまとめを行う。 

７ 基幹病院は、二次医療圏単位の収集データを感染症対策支援ネットワークへ提出する。 

８ 感染症対策ネットワークは、提出されたデータを解析し、県全体、二次医療圏単位でデ

ータを解析するとともに、参加病院へ解析結果を還元する。 

９ 微生物サーベイランスによって得られたデータ及び解析評価情報については、医療機関

における感染症対策を支援する目的以外には使用しない。個別の病院の同定を可能とする

データ及び解析結果は、参加病院の了承を得ることなくこれを公開しない。 

１０ 感染症対策支援ネットワークは、運営会議において解析結果を検討し、県全体及び地
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域データについてホームページ等で公表する。 

（抗微生物薬サーベイランス） 

第６条 感染症対策ネットワークは、J-SIPHE の AMU 情報を用いて、県内の医療機関に

おける抗微生物薬の使用状況の把握（以下、「抗微生物薬サーベイランス」という。）を行

う。 

２ 感染対策支援ネットワークは、抗菌薬サーベイランスへの参加を希望する県内の病院を、

〇〇県○○部○○課（以下、「事務局」という。）を通じて募集する。 

３ 抗微生物薬サーベイランスへの参加を希望する病院は、事務局を通じて感染症対策ネッ

トワークへ登録する。なお、抗微生物薬サーベイランスから脱退を希望する参加病院は、

病院長名で事務局に届出を行う。 

４ 第２条第１項第１号の病院（感染防止対策加算１算定病院）が、連携する加算２算定病

院と連携して参加することを基本とする。なお、感染防止対策加算を算定していない病院

においても連携可能な加算１病院と連携することで参加可能とする。 

５ 第２条第１項第１号の病院は、感染防止対策地域連携加算による連携等を通じて二次医

療圏単位でデータを収集する。 

６ 二次医療圏単位で微生物サーベイランスの基幹病院を定め、前項のとりまとめを行う。 

７ 基幹病院は、二次医療圏単位の収集データを感染症対策支援ネットワークへ提出する。 

８ 感染症対策ネットワークは、提出されたデータを解析し、県全体、二次医療圏単位でデ

ータを解析するとともに、参加病院へ解析結果を還元する。 

９ 抗微生物薬サーベイランスによって得られたデータ及び解析評価情報については、医療

機関における感染症対策を支援する目的以外には使用しない。個別の病院の同定を可能と

するデータ及び解析結果は、参加病院の了承を得ることなくこれを公開しない。 

１０ 感染症対策支援ネットワークは、運営会議において解析結果を検討し、県全体及び地

域データについてホームページ等で公表する。 

（医療及び介護における薬剤耐性感染症の集団発生への対応支援） 

第７条 医療及び介護における薬剤耐性感染症の集団発生への対応を支援するため、下記に

掲げる支援を行う※3。（※3 以下の例から各県等の実情に応じて選択）

（１）感染症の集団発生事例に地域で対応するためのマニュアル・ガイドラインの整備

（２）地域における薬剤感染症の集団発生を防ぐための早期報告を行う場合の基準の整備 

（３）ネットワーク構成員に対する集団発生対応にかかる研修会の実施

（４）地域の医療機関・高齢者施設等において、感染症集団発生が生じた際に、専門家を

派遣するなどの支援体制の構築 

（５）地域の医療機関・高齢者施設等において、感染症集団発生を防ぐための相談に対し

て専門家が回答するなどの相談体制の構築 

（抗微生物薬の適正使用の推進） 

24



第８条 医療機関における抗微生物薬の適正使用を推進するため、下記に掲げる支援を行う
※4。（※4 以下の例から各県等の実情に応じて選択）

（１）抗微生物薬適正使用にかかる地域の医療機関への専門家の派遣

（２）ネットワーク構成員に対する抗微生物薬適正使用にかかる研修会の実施

（３）地域の医療機関において、抗微生物薬を適正に使用するための相談に対して専門家

が回答するなどの相談体制の構築 

（４）感染防止対策地域連携加算に基づく相互評価の推進

（感染症及び感染対策に関する情報発信） 

第９条 感染症対策支援ネットワークは、感染予防・管理、感染症集団発生防止及び抗微生

物薬適正使用等に関して、ホームページ等を活用し情報発信や教育・啓発を行う。なお、

情報発信にあたっては、○○県感染症情報センターとも協力して実施する。 

（実施主体及び事務局） 

第１０条 感染症対策ネットワークの実施は、〇〇県○○部○○課が行う。ただし、事務局

設置のほか、必要な業務の一部を委託することができる。 

（雑 則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、感染症対策ネットワークの運営に必要な事項は、

別に定める。 

附 則 

この要綱は令和〇年〇月〇日から施行する。 
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別添４－１ 
厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

分担研究報告書 

県内の医療機関を対象とした微生物サーベイランス 

研究分担者 中村明子 愛知医科大学病院 感染制御部 主任臨床検査技師 

研究要旨 

三重県では以前より、MieICNet事業の一環とし、微生物サーベイランス（MINIS）を実施

している。本年度は MINISシステムをハードおよびソフトの両面で拡充した。また、MINIS

参加病院に対し、提出データの作成および PC操作についての支援を継続的に行っている。

2018年度上期のサーベイランス結果では、AMR対策アクションプランの成果指標を達成で

きていないことが明らかとなった。これは、県内における耐性菌検査法の標準化がはから

れ、検出感度が上昇した影響と考えられる。今後は、得られたサーベイランスデータを効

果的な感染対策に繋げるため、フィードバックデータの解釈についての教育の機会を増や

すことが求められる。 

A. 研究目的

2016 年に策定された AMR 対策アクションプラ

ンには、2020 年時点での到達目標が定められて

おり、これを目標に各地域での取り組みが求めら

れている。本研究では、AMR 対策アクションプラ

ンの成果目標の到達具合を確認するために、三重

県内の微生物検査データのサーベイランスシス

テムを拡充することを目的とした。

B. 研究方法

１）MINIS事業

地域医療再生基金を用い、2013 年度に微生物

検査結果の集計・統計システムを開発した。これ

を用いて、2015 年より三重県感染対策支援ネッ

トワーク（MieICNet）の微生物サーベイランス

（ Mie Nosocomial Infections Surveillance: 

MINIS）を実施している。サーベイランスの対象

は三重県内のすべての病院としており、病床数、

検査室の有無等は問わない。今年度は 2017 年下

期および 2018 年上期のデータを参加病院から収

集した。収集したデータを MINISシステムを用い

て演算処理し、アンチバイオグラム、検体別の上

位検出菌、緑膿菌およびアシネトバクター属菌の

3 系統耐性株数（ベン図）、各種耐性菌の検出割

合、主要菌および耐性菌の分離率（箱ひげ図）を

作成した。特にアンチバイオグラムは自院で作成

が困難な場合も多いため、現場で使用しやすいよ

うにレイアウトを工夫した簡易版と、JANISの還

元情報の形式に準じたものの 2 種類を作成して

いる。これらは、病床数別・地域別・県全体の 3

条件で解析しており、参加施設に対しては、自院

データの解析結果に加え、所属する地域および病

床数別グループ、県全体の解析結果との比較を個

別に還元している。 

〇 MINISシステムのバージョンアップ 

2018年度は、MINISシステムのバージョンアッ

プならびにサーバの入れ替えを実施した。プログ

ラムの変更内容は、①各病院への還元情報に自施

設の月別・病棟別の菌の検出数が示された感染レ

ポートを作成する機能、②データ作成用マクロフ

ァイルに入力の不備があった場合、エラーが出る

機能を追加した。また、サーバの入れ替えを実施

したことで、データの取り込み・還元情報作成な
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どの情報処理にかかる時間が短縮された。 

 

２）MINIS参加病院へのサポート 

MINIS参加病院に対し、提出データの作成およ

び PC操作についての支援を行った。 

 

３）三重県内 94病院を対象に微生物サーベイラン

スの現状について、アンケート調査を実施した。 

調査内容は、以下の５項目とした。 

 ①厚生労働省院内感染対策サーベイランス

（JANIS）検査部門への参加について 

 ②MieICNet微生物サーベイランス事業（MINIS）

への参加について 

 ③感染防止対策加算の取得について 

 ④微生物検査の実施状況について 

 ⑤院内微生物検査システムまたは微生物検査委

託先の JANIS提出用ファイル作成について 

 

本研究は、以下の分担研究者、研究協力者によ

って実施した。 

氏名 所属 

中村 明子 愛知医科大学病院 

感染制御部 

安田 和成 三重大学医学部附属病院 

感染制御部 中央検査部 

海住 博之 三重県立総合医療センター 

中央検査部 

別所 裕二 JA三重厚生連鈴鹿中央総合病院 

中央検査科 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、三重県感染対策支援ネットワーク

（MieICNet）の１つの事業として実施している微生

物サーベイランスについて検討したものである。本

サーベイランスでは、個人が識別可能なデータは取

り扱わないが、データの漏洩等のセキュリーティー

対策を徹底するとともに、データを公表する際には、

施設名が特定できないように配慮した。 

 

C. 研究結果 

１）MINIS結果について 

2018 年上期は 17,817 名分（94,297 株）のデー

タを収集することができた。MINIS で解析した結

果は、資料３の通りである。2018年上期（1月～6

月）時点では、AMR 対策アクションプランの成果

指標を達成できていないことが明らかとなった。

（下表参照）。 

指標 
2016年 

(通年) 

2017年 

(通年) 

2018年 

(上期) 

2020年 

目標値 

黄色ﾌﾞ

ﾄﾞｳ球菌

ﾒﾁｼﾘﾝ耐

性率 

52.7％ 52.6％ 50.2％ 
20％ 

以下 

大腸菌ﾌ

ﾙｵﾛｷﾉﾛﾝ

耐性率 

36.6％ 39.3％ 40.6％ 
25％ 

以下 

緑膿菌ｶ

ﾙﾊﾞﾍﾟﾈﾑ

耐性率 

IPM：

13.2％ 

MEPM: 

9.2％ 

IPM：

12.9％ 

MEPM: 

7.8％ 

IPM：

15.5％ 

MEPM: 

10.3％ 

10％ 

以下 

大腸

菌・肺炎

桿菌ｶﾙ

ﾊﾞﾍﾟﾈﾑ

耐性率 

IPM： 

0.3％ 

MEPM: 

0.4％ 

IPM：

0.4％ 

MEPM: 

0.6％ 

IPM：

0.5％ 

MEPM: 

0.5％ 

0.1～

0.25％ 

 

２）MINIS参加病院へのサポート 

4 病院から入力等に関する支援の依頼があった。

支援の内容は、①データ作成用のマクロファイル

への入力方法について、②収集データの不備、③

MINIS 新規参加の手続きであり、全件で電話によ

る対応が可能であった。 

 

３）三重県内病院を対象としたアンケート調査 

94 病院を対象にアンケートを実施し、62 病院

(66%)より回答を得た。 
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①JANIS検査部門への参加について 

 回答のあったもののうち、25 施設（40%）が

参加、37 施設（60%）が不参加であった。 

 ②MINISへの参加について 

回答のあったもののうち、37 施設（60%）が

すでに参加、1 施設（1%）が今後参加予定、

24 施設（39%）が不参加であった。 

 ③感染防止対策加算の取得について 

回答のあったもののうち、21 施設（34%）が

加算１、21施設（34%）が加算２、20 施設(32%)

が取得なしであった。 

④微生物検査の実施状況について 

回答のあったもののうち、26 施設（42%）が

院内で実施、36 施設（58%）が外注で実施し

ていた。 

 ⑤JANIS提出用ファイル作成について 

35 施設（57%）が作成可能、7 施設（11%）が

作成が難しい、20 施設（32%）が分からない

との回答であった。 

 

D. 考察 

2016年および 2017年のサーベイランス結果と

比較し、2018 年上期は、黄色ブドウ球菌のメチ

シリン耐性率は減少しているが、緑膿菌のカルバ

ペネム耐性率、大腸菌のフルオロキノロン耐性率

および大腸菌・肺炎桿菌のカルバペネム耐性率は

徐々に増加している。これは、参加施設が増加し

た影響のほか、今年度に三重県臨床検査技師会が

薬剤耐性菌の検出マニュアルの改訂新版を作成

したことにより三重県内の耐性菌検出の感度が

上昇した影響と考えられる。（来年度には耐性菌

検査の実技講習会が開催される予定。）また、得

られたサーベイランスデータを基に各病院や各

地区で効果的な感染対策を進めていくためには、

データを正しく解釈する必要がある。本年度も第

1回の研修会で三重県全体のデータを JANISの公

開情報（https://janis.mhlw.go.jp/report/index.html）

と比較し、参加者へのフィードバックを通じてデ

ータの解釈についての教育を実施した。また、特

に MINIS 参加病院において還元情報が感染レポ

ートとしてより使いやすくなるよう、本年度、

MINISシステムの改修を行った。今後、各施設に

還元されるレポートの活用方法についての教育

も実施する必要があると考えられる。 

県内病院を対象としたアンケートの結果、県内

病院を対象に実施したアンケート調査の結果、微

生物検査を院内で実施している施設は 42%で、外

注で実施している施設（58%）の方が多いことが

分かった。MINIS では、JANIS未参加施設も参加

できるためのデータ作成用ツールを公開してい

るが、実際の作業が煩雑とのコメントも見られて

おり、中小病院をさらに取り込むためには、外注

施設のデータから JANIS フォーマットに変換で

きるような働きかけが必要と考えられた。また、

MINIS の参加病院のデータ作成担当者の PC スキ

ルには依然として大きな差があり、今後も参加病

院に対するサポートの継続が必要と思われる。 

 

E. 結論 

三重県内の微生物サーベイランスシステム

（MINIS）のバージョンアップを行った。三重県全

体において、AMR 対策アクションプランの成果目

標は 2018年上期時点で到達できていなかった。 

 

F. 研究発表 

1． 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 
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別添４－２ 
厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

分担研究報告書 

県内の医療機関を対象とした抗菌薬サーベイランス 

研究分担者 村木 優一 京都薬科大学 臨床薬剤疫学分野 教授 
研究協力者 木村 匡男 鈴鹿回生病院 薬剤管理課 課長 
研究協力者 山崎 大輔 三重大学医学部附属病院 感染制御部、薬剤部 薬剤師 

薬剤耐性（AMR）対策アクションプランでは、病院と多くの関係機関とが連携した総合

的な感染症対策のネットワークを各地域で構築することが求められている。我々は、他の研

究班で構築した抗菌薬使用動向を把握するシステム（JACS）及び抗菌薬集計システム

（ACAS）を用いて、三重県感染対策支援ネットワーク（MieICNet）を通して三重県内の抗

菌薬使用動向調査（MACS）及びレセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）を利

用した使用動向調査を実施することを目的とした。 

MACS において三重県内の 2015〜2017 年における使用量調査を実施した。感染防止対策

の加算別において医療機関毎の使用状況は大きく異なっていた。また、NDB を用いて 2013

〜2016 年の都道府県別、年齢別の使用量調査結果を公開し、三重県内の使用状況と全国を

比較した。来年度は、申請中の二次医療圏データを入手次第解析し、地域差の検討や使用量

調査に関する諸問題のアンケート調査を実施し、感染対策共通プラットフォーム（J-SIPHE）

への移行を円滑に進められるための方策を検討する。本研究は、医療現場あるいは NDB と

両側面から使用状況を把握しているため、アクションプランを評価していく上でも標準モ

デルとして利用できる可能性がある。 

A. 研究目的

薬剤耐性菌による感染症が世界的に拡大し、公

衆衛生や社会経済に重大な影響を与えている。我が

国においても薬剤耐性 (AMR) 対策が喫緊の課題で

あり、対策を推進する上で、耐性菌の検出状況とと

もに抗菌薬使用の把握が重要となっている。 

平成 28 年 4 月 5 日に策定された「AMR 対策ア

クションプラン」では、その戦略の１つとして「地

域感染症対策ネットワーク」の構築が求められてい

る。そのため、各地域で感染症対策のためのネット

ワーク構築が求められているが、構築後の運用方法

や活動内容について一定の見解が得られていない。 

三重県では、平成 27 年 11 月より、複数の所属

機関から構成される三重県感染対策支援ネットワー

ク（MieICNet）を発足した（http://www.mie-

icnet.org）。本ネットワークでは、三重県内の感染対

策を支援するだけでなく、微生物（Mie Nosocomial 

Infection Surveillance: MINIS）や抗菌薬使用量のサ

ーベイランス（Mie Antimicrobial Consumption 

Surveillance: MACS）を行っており、地域感染症ネ

ットワークの標準モデル構築に向けた活動を行って

いる。 

一方、MieICNet をはじめとするこうしたネット

ワークにおける抗菌薬使用のサーベイランスでは、

データ収集の煩雑性から、病院における入院患者の

注射薬が主な対象となっている。そのため、各地域

のクリニックを含めた全ての抗菌薬を対象とする場

合、他の方法を用いる必要性があった。 

現在、我が国では診療報酬明細書（レセプト）

が電子化されており、特定健診・特定保険指導情報

がデータベース化されている（NDB）。これまで

我々は全国データを対象として NDB を用いた使用
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状況を明らかにしてきた（Infection, 2018）。 

そこで、本研究では、MieICNet における MACS

を通した地域感染症ネットワーク標準モデルの構

築及び NDB を利用した三重県内における抗菌薬

使用動向の把握を目的とした。 

 

B. 研究方法 

1. MieICNet を通した 2015〜2017 年における三重

県の抗菌薬使用動向 

MieICNet に参加している施設に対して 2015〜

2017年の抗菌薬使用量を抗菌薬使用量サーベイラ

ンスシステム（JACS）へ入力するよう依頼した。

入力されているデータを抽出し、施設背景、抗菌

薬使用量の指標である AUD、DOT を算出し、集計

した。 

 

2. NDBを用いた地域における抗菌薬使用量の集計 

NDB の第三者提供を受けるためには、公益性の

ある研究で、高いセキュリティー環境が求められ

ており、有識者会議における審査で承認を受けな

ければならないため、厚生労働省に対して申出書

を作成し、提出した。 

 

3. 倫理面への配慮 

本研究は、抗菌薬の使用量調査を目的にしてい

るため、直接的に患者情報を取り扱うものではな

い。すなわち、データとしては、患者情報から切り

離した使用量のみを取り扱う。病院名も番号など

で匿名化を図り、団体および個人の不利益に十分

配慮する。 

 

C. 研究結果 

1. MieICNet を通した 2015〜2017 年における三重

県の抗菌薬使用動向 

 

登録施設は各年で AUD19、19、23、DOT16、15、

20 施設であり、年々増加した（表 1,3）。次に、感

染防止対策加算別に使用量（AUD）、使用日数

（DOT）の比較を行った。加算 2 の施設では、AUD

に大きな偏りが認められた（図 1）。一方、DOT は

加算 1 の施設にも偏りが認められた（図 5）。 

2015〜2017 年における AUD、DOT を感染防止

対策加算別に比較した。加算 1 の AUD は経年的

に増加傾向であったが、加算 2 では減少傾向であ

った（表 2）。加算 1 の DOT は経年的に増加から

横ばい、加算 2 では年でばらつきを認めた（表 4）。

加算に関係なく、急激な増加を認める施設はなか

ったものの、一部で値の不備が疑われる施設も認

められた。 

2015 年から 2017 年までの 3 年間連続してデー

タを提出した施設の AUD 及び DOT の経年的変化

を図 2,3,6,7 に示す。AUD、DOT いずれも施設内で

大きな変動を認めなかったものの、一部で値の不

備が疑われる施設を認めた。 

抗 MRSA 薬、カルバペネム系薬について加算別

に AUD を比較した（図 4）。加算 2 の施設では抗

MRSA 薬のなかでも、ダプトマイシンやリネゾリ

ドがほとんど使用されていなかった。また、一部

の加算 2 の施設においてカルバペネムの使用量が

多い施設が認められた。DOT においても同様の傾

向が認められたが、一部で値の不備が疑われる施

設を認めた（図 8）。なお、本結果については、三

重県感染対策支援ネットワーク研修会にてフィー

ドバックを行った。また、登録施設にはメールに

てコメントを添えて結果を送付した。 

 

2. NDBを用いた地域における抗菌薬使用量の算出 

提出した申請書は、第 38 回レセプト情報等の

提供に関する有識者会議 (2017 年 8 月 10 日開催) 

において承認を得たため、集計表形式でデータ提

供を受けた。申請した条件を以下に示す。 

 

Ⅰ レセプト情報の抽出条件 

(１)基本条件の設定 

  期間 ： 2013 年 1 月～2016 年 12 月 

単位 ： 年単位（1 月～12 月分） 
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(２)レセプトの対象・種類 

  全保険者の以下のレセプト 

  ① 医科 

  ② DPC 

  ③ 調剤 

  ④ 歯科 

医科（DPC も含む）・調剤・歯科のレセプト電

子化率は 96％を超えていることから、ほぼ全

ての医療機関が対象となる。 

(３)抽出対象医薬品 

各医薬品のレセプト電算コード一覧を厚生

労働省保険局が運営している診療報酬情報提

供 サ ー ビ ス の ホ ー ム ペ ー ジ

(http://www.iryohoken.go.jp/shinryohoshu) か ら

入手し、レセプト電算コード冒頭 3 桁が 611

～615, 619, 621～624 (主として一般細菌に作

用するもの)、641 (原虫に作用するものを対象

とする) 医薬品を抽出対象とした。なお、ST

合剤やメトロニダゾールの点滴静注薬は、レ

セプト電算コードの薬剤分類表では抗原虫薬

に分類されるが、細菌感染症治療薬として広

く用いられているため、抽出対象医薬品に追

加した。 

(４)集計単位 

① 使用総量 

② 使用人数（保険者への保険請求は月単位

で行われるため、年単位で 1 患者 1 人とす

る重複処理を実施） 

③ 使用日数 

(５)都道県別、二次医療圏別集計 

都道県別では、レセプトに記載されている都

道府県コードを用いて集計した。二次医療圏

別では、全国の医療機関 (医科、歯科、調剤) 

に関して、10 桁の各医療機関コードと 344 

の二次医療圏を紐付けて集計した。 

(６)抽出時に処理が必要な項目 

① 「医科・DPC※の入院」、「医科外来」、「調

剤（外来）」、「歯科入院」、「歯科外来」に分

けて集計した。 

（※）DPC レセプトについては、コーディ

ングデータレコードを用いた。 

② 患者の生年月は受診時年齢を 15 歳未満、

15 歳以上 65 歳未満、65 歳以上の 3 群に分

類し、年単位で、抽出する薬剤コードごと

の使用総量、使用人数および使用日数を集

計した。 

(７)集計表例 

① 縦軸を薬剤コードおよび年齢階級、横軸

を都道府県とし、「医科・DPC の入院」、「医

科外来」、「調剤（外来）」、「歯科入院」、「歯

科外来」の 5 つに分け、2013 年、2014 年、

2015 年、2016 年の薬剤使用総量を集計 

② 縦軸を薬剤コードおよび年齢階級、横軸

を都道府県とし、「医科・DPC の入院」、「医

科外来」、「調剤（外来）」、「歯科入院」、「歯

科外来」の 5 つに分け、2013 年、2014 年、

2015 年、2016 年の薬剤使用人数を集計 

③ 縦軸を薬剤コードおよび年齢階級、横軸

を都道府県とし、「医科・DPC の入院」、「医

科外来」、「調剤（外来）」、「歯科入院」、「歯

科外来」の 5 つに分け、2013 年、2014 年、

2015 年、2016 年の薬剤使用日数を集計 

④ 縦軸を薬剤コード、横軸を二次医療圏と

し、「医科・DPC の入院」、「医科外来」、「調

剤（外来）」、「歯科入院」、「歯科外来」の 5

つに分け、2013 年、2014 年、2015 年、2016

年の薬剤使用総量を集計 

⑤ 縦軸を薬剤コード、横軸を二次医療圏と

し、「医科・DPC の入院」、「医科外来」、「調

剤（外来）」、「歯科入院」、「歯科外来」の 5

つに分け、2013 年、2014 年、2015 年、2016

年の薬剤使用人数を集計 

⑥ 縦軸を薬剤コード、横軸を二次医療圏と

し、「医科・DPC の入院」、「医科外来」、「調

剤（外来）」、「歯科入院」、「歯科外来」の 5

つに分け、2013 年、2014 年、2015 年、2016
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年の薬剤使用日数を集計 

（Ⅱ) 解析方法 

医科・DPC、調剤、歯科のレセプトから集計した

3 年齢群(15 歳未満、15 歳以上 65 歳未満、65 歳以

上)の抗菌薬使用量（本数）をグラム換算し、成人

の１日標準投与量（DDD）で補正したのち、人口

1000 人あたりで補正した指標 (DID) を用いて評

価した。なお、3 年齢群の人口は、総務省の人口統

計(https://www.e-stat.go.jp)を用いた。 

三重県内の抗菌薬使用動向の把握、および、全

国との比較を行うこととした。なお、DDD がWHO 

で規定されていない抗菌薬に関しては、今回 NDB 

利用申請を共同で行った、国立国際医療研究セン

ター  の AMR 臨床リファレンスセンターから 

WHO に申請を行い、WHO から付与された DDD 

を用いて解析することとした。 

また、DID の他に、レセプトから計上される使

用日数(TID; DOTs/1000 inhabitants/day)や DID/TID

比(平均１日投与量の指標)、使用人数も同様に算出

することとした。また、アクションプランで示さ

れている各指標について、2016 年における三重県

の抗菌薬使用動向を他県と比較した。 

 

（Ⅲ) 解析結果 

経口薬、注射薬のいずれにおいても、15 歳未満の

TID は、他の年齢群と比べて DID との乖離が顕著

であった(図 9,図 10)。注射薬総量における三重県

の抗菌薬使用動向は、DID を指標にした場合、い

ずれの年齢群においても他の都道府県と比べ少な

かったが、TID では 65 歳以上の年齢群を除いて全

国平均を上回っていた(図 9)。一方、経口薬総量で

は、15 歳未満以外の年齢群において DID,TID とも

に全国平均を上回っていた(図 10)。 

また経口キノロン系薬、経口マクロライド系薬、

経口第 3 世代セフェム系薬のいずれにおいても、

全ての年齢群で DID,TID とも全国平均を上回って

いた(図 11,図 12,図 13)。 

 

D.考察 

2015〜2017 年の使用量について MACS を通して

収集した。MACS への参加施設は徐々に増加してい

るため、来年度においても、さらに増加させる働き

かけを行っていく必要性が考えられた。 

三重県内の施設における使用量（AUD）や使用

日数（DOT）は、施設間で大きく異なることが明ら

かとなった。また、広域抗菌薬や耐性菌に使用する

薬剤についても、使用頻度や内容が施設間で大きく

異なることが明らかとなった。そのため、NDB を

用いる等して、ある程度集約された使用状況を示す

だけでなく、個々の施設における使用状況も把握す

ることは非常に重要であることが示唆された。 

我々は、これまでに NDB を用いて全国の医療機

関における抗菌薬使用動向を調査し、卸データを用

いた先行研究 (Muraki Y et al., J Glob Antimicrob 

Resist. 2016) との比較を行った。その結果、卸デー

タと NDB の両者は良好な相関関係を認めており、

NDB を用いた抗菌薬使用動向調査の手法を確立し

た (Yamasaki D, Tanabe M, Muraki Y et al., Infection 

2018)。 

また、2011 年から 2013 年にかけて全体の使用量

は増加傾向を認めるものの、小児では減少傾向を認

め、経口薬・注射薬における年齢や都道府県単位で

の使用動向が異なることを見出した (Yamasaki D, 

Tanabe M, Muraki Y et al., Infection 2018, Tanabe M et 

al., IDWeek 2017)。 

しかしながら、地域における抗菌薬使用動向を

把握するには、都道府県単位でなく、二次医療圏単

位のような、より詳細な解析が必要であることも示

唆された。本年度末に、二次医療圏別のデータも入

手したため、来年度は、三重県内の 4つの二次医療

圏 (北勢、中勢伊賀、南勢志摩、東紀州) における

抗菌薬使用動向の把握、および、全国の他の二次医

療圏との比較を行う予定である。また、これまで

は、人口 1000 人あたりの抗菌薬使用量（DID: 

defined daily doses per 1,000 inhabitants per day）を用

いて評価したが、小児で過小評価となるなど、欠点
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があるため、投与人数や使用日数といった別の指標

による評価も必要である。 

こうした背景から、今回新たに NDB の申請を厚

生労働省に依頼することができ、DID を抗菌薬使用

動向の指標にすると、小児では特に過小評価になる

ことが示唆された。 

一方、先に述べたように、こうして得られたデ

ータについても各医療機関にフィードバックした

際、各医療機関が行動を起こした後の評価には各医

療機関での実態を把握する仕組みを構築しておく必

要があることから、NDB による解析と同様、各地

域での使用量調査体制についても併せて整備してい

くことが重要である。 

 

E.結論 

本研究は、我が国の AMR 対策の重要な柱の 1

つである動向調査・監視に対して有用な情報を提

供するだけでなく、継続した仕組みを構築させる

上でも重要な役割を担っている。 
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表 1. MACS における AUD 入力施設の背景 

 

 

図 1. MACS 参加施設における感染防止対策加算別 2017 年の抗菌薬使用量（AUD） 

 

 

表 2. 2015 年～2017 年における感染防止対策加算別抗菌薬使用量（AUD）の比較 
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図 2. 感染防止対策加算 1 取得施設で 3 年間連続してデータを提出した施設の抗菌薬使用量（AUD） 

 

図 3. 感染防止対策加算 2 取得施設で 3 年間連続してデータを提出した施設の抗菌薬使用量（AUD） 
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図 4. 2017 年における抗 MRSA 薬（左）及びカルバペネム系薬（右）の加算別使用量（AUD）  

（A）抗 MRSA 薬 （B）カルバペネム系薬 

   

 

表 3. MACS における DOT 入力施設の背景 

 

 

図 5. MACS 参加施設における感染防止対策加算別 2017 年の抗菌薬使用日数（DOT） 
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表 4. 2015 年～2017 年における感染防止対策加算別抗菌薬使用日数（DOT）の比較 

 

 

図 6. 感染防止対策加算 1 取得施設で 3 年間連続してデータを提出した施設の抗菌薬使用日数（DOT） 
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図 7. 感染防止対策加算 2 取得施設で 3 年間連続してデータを提出した施設の抗菌薬使用日数（DOT） 

 

図 8. 2017 年における抗 MRSA 薬（左）及びカルバペネム系薬（右）の加算別使用日数（DOT） 

（A）抗 MRSA 薬 （B）カルバペネム系薬 

   

図 9 注射薬総量における都道府県別 AMU と三重県の比較 
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図 10 経口薬総量における都道府県別 AMU と三重県の比較 

 

図 11 経口キノロン系薬における都道府県別 AMU と三重県の比較 
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図 12 経口マクロライド系薬における都道府県別 AMU と三重県の比較 

 

 

図 13 経口第 3 世代セフェム系薬における都道府県別 AMU と三重県の比較 
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分担研究報告書 

抗菌薬適正使用に関する教育・施設における抗菌薬使用ガイドライン作成・普及に関する研究 

研究分担者 鈴木圭 三重大学医学部附属病院 救命救急・総合集中治療センター 助教 

同 感染症内科 副科長 

研究要旨 

 初年度において抗菌薬適正使用の理解と、初学者が感染症診療の基本を学ぶための教育プログラム

（MiMID: Mie Master Course of Infectious Diseases）を開発した。本年度はこのプログラムを用いて

初期研修医に向けた研修会を 2回開催した。また、これをもとに標準的な感染症診療・抗菌薬適正使用の

基本的事項をまとめた手引きをハンドアウトとして取りまとめ、地域における研修会を 1 回開催した。

本研究が地域における感染症診療・抗菌薬適正使用のへの認識共有化に寄与し、感染症初学者に対して

感染症教育を行う際のガイドとなり、さらに広域な地域のネットワークで普及し発展していくことが期

待される 

A. 研究目的

薬剤耐性（AMR）対策アクションプランにおいて、

地域の病院と多くの医療機関が連携した感染症対

策の総合的なネットワークの構築が求められてい

る。実際に、平成 24年度の診療報酬改定により感

染症対策の地域連携が全国で加速してきているが、

これは、大学病院などの基幹病院を中心とした数

病院単位での医療機関連携の枠を出ておらず、AMR

対策アクションプランが求めている、より広域な

ネットワーク構築には依然として届いていないこ

とが多い。 

 この流れに先んじて、三重県では平成 26年度よ

りさらに広域な感染症対策支援ネットワークを構

築すべく準備を始め、平成 27年には三重県感染対

策支援ネットワーク（Mie Infection Control 

Network ：MieICNet）の発足に至った。MieICNet

では、(１)アウトブレイク時における支援、（２）

感染対策に関する相談支援、（３）微生物サーベイ

ランス事業、（４）微生物検査の支援、（５）抗菌薬

サーベイランス事業、（６）情報発信及び感染対策

研修会の開催を６つの柱として活動してきたが、

AMR 対策アクションプランで示された 6 分野の 1

つである「普及活動・教育」や「抗微生物薬の適正

使用」への対応は、感染症診療を担う医療者の感

染症の基礎的知識の習熟度やニーズにも差が存在

していることもあり十分とはいえなかった。 

 上記の状況を踏まえ、本研究では抗菌薬適正使

用の理解と、感染症診療の基本を学ぶための教育

プログラムを開発し、感染症対策・治療の均てん

化に寄与するとともに、実際的な手引きを開発・

作成することを本研究の目的とした。 

B. 研究方法

本研究の実施にあたっては、研究代表者、分担

研究者のほか、本研究で作成される手引きを実際

に活用する医療関係者、およびこれを校閲できる

ものからなる研究班によって検討を行った。本年

度の本分担研究班のメンバーは以下の通りである。 

氏名 所属 

田辺 正樹 
三重大学医学部附属病院 

感染制御部・感染症内科 
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鈴木 圭 

三重大学医学附属病院 

救命救急・総合集中治療センター・

感染症内科 

髙橋 佳紀 三重大学医学部附属病院 

感染制御部・呼吸器内科 

谷崎 隆太郎 名張市立病院 総合診療科 

今井 寛 
三重大学医学部附属病院 

救命救急・総合集中治療センター 

新居 晶恵 
三重大学医学部附属病院 

看護部・感染制御部 

山崎 大輔 
三重大学医学部附属病院 

薬剤部・感染制御部 

中村 明子 
愛知医科大学医学部附属病院 

中央検査部・感染制御部 

安田 和成 
三重大学医学部附属病院 

中央検査部・感染制御部 

 

 本年度は、初年度に立ち上げた感染症教育プロ

グラム（ Mie Master Courses of Infectious 

Diseases: MiMID）の資料を班員により相互チェッ

クすることで、さらに質の高いものに発展させる

こととした。初年度同様に研修会を開催するとと

もに、対象を初年度の初期研修医から地域の医療

従事者まで拡大を狙うこととした。 

 

（倫理面への配慮） 

 研究実施にあたり、個人情報の使用や介入等は

なく、特段倫理面への配慮は必要としない。 

 

C. 研究結果 

１．MiMID 

本年度は初期研修医を対象として合計 2回の研

修会（第 1回：平成 30年 7月 17日、第 2回：平

成 30年 9月 13日を開催したほか、地域の医療従

事者、特に ICT/AST活動を行っている医療者に対

象を拡大した研修会（第 3回: 平成 31年 3月１6

日）を開催した（図 1）。 

 

図１ MiMIDのパンフレット 

 

 第 1回では 1)臨床感染症の考え方、2)臨床的に

重要な微生物、3）代表的な抗微生物薬の使い方・

考え方①についての研修会を実施した。1)臨床感

染症の基本では、患者（宿主）のどの臓器に、どの

ような微生物により、どのような感染症を生じる

のか、そして、どうやって治療して、フォローする

のか、という臨床感染症学の基礎について具体例

を挙げて講演を行い、2)臨床的に重要な微生物で

は、グラム染色性をもとに大別した実臨床で遭遇

しやすい細菌について微生物の観点からの解説を

行った。3）代表的な抗微生物薬の使い方・考え方

①では抗菌薬の切り口から実際に処方されること

の多い静注用抗菌薬の実臨床的な使い方について

研修を行った。 

 第 2回では 1)知ると得する耐性菌のはなし、2)

代表的な抗微生物薬の使い方・考え方、3）pK/pD

に基づく抗菌薬適正使用についての研修会を実施

した。1)知ると得する耐性菌のはなしでは第 1 回

の臨床的に重要な微生物の内容を踏まえて、昨今
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問題となっている耐性菌についての知識を深め、

2)代表的な抗微生物薬の使い方・考え方②では経

口抗菌薬や抗真菌薬の実臨床的な使い方について、

3）pK/pDに基づく抗菌薬適正使用では実際の処方

について研修を行った。 

 第 1回では 42名、第 2回では 23名が参加した。

主たる対象者とした初期研修医のみならず、医学

科学生から薬剤師、看護師、検査技師などの多職

種からの参加があり、研修会終了後に実施した満

足度を問うたアンケート調査結果（図 2）からはお

おむね高い評価を受けることができた。 

 

 

 図 2 MiMIDの満足度調査結果 

 

 第 3 回は、第 1 回、第 2 回の内容を半日で網羅

的に学習できるプログラムとし、医師会等を通じ

て三重県全域に周知し、合計 128 名の参加を得る

ことができた。113名（医師 29、 看護師 33、薬

剤師 27、検査技師 20、その他 4名）からアンケー

ト結果を得た。医師の卒後年数としては、初期研

修医 15%、3年目～10年目が 9%、11年目～20年目

が 18%、21年以降が 58%と、ベテランの医師が多く

参加する会となった。セミナーの難易度について、

理解できた・概ね理解できたとの回答は 78%、今後

の診療に役立つ・概ね役立つとの回答は 83%との

結果であり、概ね好評と考えられた。 

 

2．抗菌薬適正使用・感染症診療の手引き 

 上記 MiMID の内容について、班会議を合計 2 回

MiMIDに先立ち、あるいは同時に行い、班員により

内容の相互査読を行い、MiMID の内容をもとに標

準的な感染症診療・抗菌薬適正使用の基本的事項

をまとめた手引き（MiMIDハンドアウト 2018）を

作成・冊子化し、前述の第 3 回 MiMID から配布を

開始した（資料３）。また、研修会に参加せずとも

資料を閲覧、使用できるようにこの内容をウェブ

サイトで公開し、無償でダウンロードできる環境

を 整 備 し た 。 (http://www.mie-

icnet.org/lecturedetail/900/) 

 

D. 考察 

 本年度は標準的な感染症診療と抗菌薬適正使用

を理解するための教育ツールの確立とその実用を

目指し研究を行った。この軸となったのは昨年度

から開発に着手した教育プログラム（MiMID）であ

る。感染症診療支援ネットワークを構築しつつあ

る地域は珍しくはないが、感染症教育や啓発活動

をこのネットワークの取り組みとしておこなって

いる地域は依然として少なく、本研究における独

創的な点といえる。昨年度はこの教育対象を将来

的な感染症診療を支えていく主役となる初期研修

医としたが、本年度は地域での取り組みを重視し、

この対象を地域へと拡大した。昨年度からのアン

ケート結果より MiMID プロジェクトの確かな手応

えを感じる一方で、問題点や課題も浮き彫りとな

ってきていた。それは、1)教育プログラムの提供

方法、2)対象とする医療関係者の選定、3)周知方

法である。 

0

0

4

14

24

1

2

3

4

5

第1回：内容の満足度

（不満1＜5満足）

0

0

1

9

13

1

2

3

4

5

第2回：内容の満足度

（不満1＜5満足）
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 教育プログラムの提供方法は、本年度は MiMID

プロジェクトを中心に年 3 回の研修会形式を取っ

たが、第 1 回、および第 2 回は分割で行った off 

the job trainingであり、受講者に十分な受講の

機会を提供できたとはいえない状況である。アン

ケート結果より、感染症に興味を持つ医療者は多

く存在することが分かったが、感染症診療や、抗

菌薬適正使用を指導できる感染症専門医は全国的

にも不足しており、三重県では平成 31年 1月時点

で 20名しかいない。このうち、教育病院に所属し

ている感染症専門医となるとさらに少なくなる。

この現状を踏まえ、本年度は第 1 回および第 2 回

の内容を 1 日で習得できる半日コースを第 3 回と

して開催した。 

 しかし、本研究のメインテーマである、地域に

おける感染症対策の総合的なネットワークの構築

のためには、この教育のネットワークをさらに拡

大していく必要がある。このために、本年度は本

教育プログラムを、病院勤務医や、第一線で診療

を支えている開業医師などにも生涯教育として提

供した。来年度以降は、本プログラムを修了した

医療者によって、本プログラムがさらに地域で拡

大・習熟されていくことが期待される。 

 研修会のみでは教育プログラムの周知としては

不十分である。よって、本年度は MiMID プロジェ

クトを受けて手引き（MiMID ハンドアウト 2018）

を作成し、これを効率よく周知させるために、イ

ンターネットを用いた配布や、冊子化などを行っ

た。来年度は、これらのツールをさらにブラッシ

ュアップするとともに、プログラム修了者がこの

資料をもとに「講師」として各地域や医療施設で

も活用できるように解説を加えたプレゼンテーシ

ョン資料を作成する予定である。 

 

E. 結論 

 AMR 対策アクションプラン策定を受け、地域に

おける感染症対策の総合的なネットワークの構築

の一環として、抗菌薬適正使用の理解と、感染症

診療の基本を学ぶための教育プログラム(MiMID)

を開発し、手引き（MiMID ハンドアウト 2018）を

作成し、公開・冊子化を行った。 

 

F. 研究発表 

1. 論文発表 

 なし 

2． 学会発表 

 Suzuki K, Ikejiri K, Tanizaki R, Arai A, 

Nakamura A, Imai H, Tanabe M. Regional 

education program for improvement the outcome 

by virtue of the proper use of antimicrobials. 

The 17th Asia Pacific Congress of Clinical 

Microbiology and Infection (Hong Kong), (2018. 

9) 

 

G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

 なし

 

63





M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of

In
fe
ct
io
us
 D
is
ea
se
s

（
M
iM
ID
）

ハ
ン
ド
ア
ウ
ト

20
18

64

Tanabe Dell
テキストボックス
資料５



　
  

　
  

　
  

1
 【
診
療
：
基
礎
】 

　
  臨
床
感
染
症
の
考
え
方

2
 【
微
生
物
：
基
礎
】 

　
  臨
床
的
に
重
要
な
微
生
物

3
 【
抗
菌
薬
：
基
礎
】 

　
  代
表
的
な
抗
微
生
物
薬
の
 使
い
方・
考
え
方
①

4
 【
診
療
：
応
用
】 

　
  病
院
内
で
の
発
熱
に
対
す
る
考
え
方

5
 【
微
生
物
：
応
用
】 

　
  知
る
と
得
す
る
耐
性
菌
の
話

6
 【
抗
菌
薬
：
応
用
】 

　
  代
表
的
な
抗
微
生
物
薬
の
使
い
方・
考
え
方
②

7
 【
抗
菌
薬
：
応
用
】 

　
  p
K
/p
D
理
論
に
基
づ
く
抗
菌
薬
適
正
使
用

　
目
次

・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・

02 　

・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・

16 　

・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・

28 　

・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・

34 　

・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・

44 　

・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・

51 　

・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・

57

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of

In
fe
ct
io
us
 D
is
ea
se
s（
M
iM
ID
）

ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8 01

65



1【
診
療
：
基
礎
】 臨
床
感
染
症
の
考
え
方

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 

In
fe
ct
io
us
 D
is
ea
se
s（
M
iM
ID
）

ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

03
0266



1【
診
療
：
基
礎
】 臨
床
感
染
症
の
考
え
方

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

1【
診
療
：
基
礎
】 臨
床
感
染
症
の
考
え
方

0
067



1【
診
療
：
基
礎
】 臨
床
感
染
症
の
考
え
方

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

1【
診
療
：
基
礎
】 臨
床
感
染
症
の
考
え
方

0
068



1【
診
療
：
基
礎
】 臨
床
感
染
症
の
考
え
方

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

1【
診
療
：
基
礎
】 臨
床
感
染
症
の
考
え
方

感
受
性
菌

耐
性
菌

0
069



1【
診
療
：
基
礎
】 臨
床
感
染
症
の
考
え
方

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

1【
診
療
：
基
礎
】 臨
床
感
染
症
の
考
え
方

肝
臓

膵
臓

腎
臓

腹
部
大
動
脈

下
大
静
脈

性
腺
動
静
脈

尿
管

膀
胱

前
立
腺

精
管

精
巣
上
体

陰
茎
海
綿
体

亀
頭

精
巣

尿
道
球
腺

尿
道
海
綿
体

尿
道

外
尿
道
口

副
腎

070



1【
診
療
：
基
礎
】 臨
床
感
染
症
の
考
え
方

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

1【
診
療
：
基
礎
】 臨
床
感
染
症
の
考
え
方

3
271



1【
診
療
：
基
礎
】 臨
床
感
染
症
の
考
え
方

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

1【
診
療
：
基
礎
】 臨
床
感
染
症
の
考
え
方

72



2【
微
生
物
：
基
礎
】 臨
床
的
に
重
要
な
微
生
物

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 

In
fe
ct
io
us
 D
is
ea
se
s（
M
iM
ID
）

ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

73



2【
微
生
物
：
基
礎
】 臨
床
的
に
重
要
な
微
生
物

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

2【
微
生
物
：
基
礎
】 臨
床
的
に
重
要
な
微
生
物

74



2【
微
生
物
：
基
礎
】 臨
床
的
に
重
要
な
微
生
物

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

2【
微
生
物
：
基
礎
】 臨
床
的
に
重
要
な
微
生
物

2
2075



2【
微
生
物
：
基
礎
】 臨
床
的
に
重
要
な
微
生
物

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

2【
微
生
物
：
基
礎
】 臨
床
的
に
重
要
な
微
生
物

23
2276



2【
微
生
物
：
基
礎
】 臨
床
的
に
重
要
な
微
生
物

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

2【
微
生
物
：
基
礎
】 臨
床
的
に
重
要
な
微
生
物

2
277



2【
微
生
物
：
基
礎
】 臨
床
的
に
重
要
な
微
生
物

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

2【
微
生
物
：
基
礎
】 臨
床
的
に
重
要
な
微
生
物

2
278



3【
抗
菌
薬
：
基
礎
】 代
表
的
な
抗
微
生
物
薬
の
使
い
方
・
考
え
方
①

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 

In
fe
ct
io
us
 D
is
ea
se
s（
M
iM
ID
）

ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

2
279



3【
抗
菌
薬
：
基
礎
】 代
表
的
な
抗
微
生
物
薬
の
使
い
方
・
考
え
方
①

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

3【
抗
菌
薬
：
基
礎
】 代
表
的
な
抗
微
生
物
薬
の
使
い
方
・
考
え
方
①

3
3080



3【
抗
菌
薬
：
基
礎
】 代
表
的
な
抗
微
生
物
薬
の
使
い
方
・
考
え
方
①

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

3【
抗
菌
薬
：
基
礎
】 代
表
的
な
抗
微
生
物
薬
の
使
い
方
・
考
え
方
①

33
3281



4【
診
療
：
応
用
】 病
院
内
で
の
発
熱
に
対
す
る
考
え
方

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 

In
fe
ct
io
us
 D
is
ea
se
s（
M
iM
ID
）

ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

3
382



4【
診
療
：
応
用
】 病
院
内
で
の
発
熱
に
対
す
る
考
え
方

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

4【
診
療
：
応
用
】 病
院
内
で
の
発
熱
に
対
す
る
考
え
方

3
383



4【
診
療
：
応
用
】 病
院
内
で
の
発
熱
に
対
す
る
考
え
方

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

4【
診
療
：
応
用
】 病
院
内
で
の
発
熱
に
対
す
る
考
え
方

3
384



4【
診
療
：
応
用
】 病
院
内
で
の
発
熱
に
対
す
る
考
え
方

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

4【
診
療
：
応
用
】 病
院
内
で
の
発
熱
に
対
す
る
考
え
方

1
22
（
木
）

2
3

4
5

6
7

8
23
（
金
）

24
（
土
）

25
（
日
）

26
（
月
）

27
（
火
）

28
（
水
）

29
（
木
）

085



4【
診
療
：
応
用
】 病
院
内
で
の
発
熱
に
対
す
る
考
え
方

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

4【
診
療
：
応
用
】 病
院
内
で
の
発
熱
に
対
す
る
考
え
方 関
節
裂
隙
の

石
灰
化

3
286



5【
微
生
物
：
応
用
】 知
る
と
得
す
る
耐
性
菌
の
話

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 

In
fe
ct
io
us
 D
is
ea
se
s（
M
iM
ID
）

ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

CH
AN
G
E！

CH
AN
G
E！

87



5【
微
生
物
：
応
用
】 知
る
と
得
す
る
耐
性
菌
の
話

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

5【
微
生
物
：
応
用
】 知
る
と
得
す
る
耐
性
菌
の
話

88



5【
微
生
物
：
応
用
】 知
る
と
得
す
る
耐
性
菌
の
話

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

5【
微
生
物
：
応
用
】 知
る
と
得
す
る
耐
性
菌
の
話

89



M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

5【
微
生
物
：
応
用
】 知
る
と
得
す
る
耐
性
菌
の
話

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 

In
fe
ct
io
us
 D
is
ea
se
s（
M
iM
ID
）

ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

090



6【
抗
菌
薬
：
応
用
】 代
表
的
な
抗
微
生
物
薬
の
使
い
方
・
考
え
方
②

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

6【
抗
菌
薬
：
応
用
】 代
表
的
な
抗
微
生
物
薬
の
使
い
方
・
考
え
方
②

3
291



6【
抗
菌
薬
：
応
用
】 代
表
的
な
抗
微
生
物
薬
の
使
い
方
・
考
え
方
②

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

6【
抗
菌
薬
：
応
用
】 代
表
的
な
抗
微
生
物
薬
の
使
い
方
・
考
え
方
②

92



M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

6【
抗
菌
薬
：
応
用
】 代
表
的
な
抗
微
生
物
薬
の
使
い
方
・
考
え
方
②

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 

In
fe
ct
io
us
 D
is
ea
se
s（
M
iM
ID
）

ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

93



7【
抗
菌
薬
：
応
用
】 p
K/
pD
理
論
に
基
づ
く
抗
菌
薬
適
正
使
用

M
ie
 M
as
te
r c
ou
rs
e 
of
 In
fe
ct
io
us
 D
ise
as
es（
M
iM
ID
） ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

7【
抗
菌
薬
：
応
用
】 p
K/
pD
理
論
に
基
づ
く
抗
菌
薬
適
正
使
用

94



7【
抗
菌
薬
：
応
用
】 p
K/
pD
理
論
に
基
づ
く
抗
菌
薬
適
正
使
用

095



20
19
年
1月
31
日
　
第
1版
第
1刷
発
行

本
ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
は
、

厚
生
労
働
科
学
研
究
費
補
助
金（
新
興
・
再
興
感
染
症
及
び
予
防
接
種
政
策
推
進
研
究
事
業
）

地
域
に
お
け
る
感
染
症
対
策
に
係
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
標
準
モ
デ
ル
を
検
証
・
推
進
す
る
た
め
の
研
究

（
研
究
代
表
者
：
田
辺
正
樹
）

分
担
研
究
：
抗
菌
薬
適
正
使
用
に
関
す
る
教
育
・
施
設
に
お
け
る
抗
菌
薬
使
用
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
作
成
・

普
及
に
関
す
る
研
究（
研
究
分
担
者
：
鈴
木
圭
）

に
お
い
て
作
成
さ
れ
た
も
の
で
す
。

【
編
者
】

鈴
木
　
圭

三
重
大
学
医
学
部
附
属
病
院
 救
命
救
急
・
総
合
集
中
治
療
セ
ン
タ
ー
　
助
教

三
重
大
学
医
学
部
附
属
病
院
 感
染
症
内
科
　
副
科
長

田
辺
 正
樹

三
重
大
学
医
学
部
附
属
病
院
 感
染
制
御
部
　
部
長
　
病
院
教
授

感
染
症
内
科
　
科
長

【
執
筆
者
】

谷
崎
 隆
太
郎
 （
1．
臨
床
感
染
症
の
考
え
方
、4
．病
院
内
の
発
熱
に
対
す
る
考
え
方
）

名
張
市
立
病
院
 総
合
診
療
科
　
教
育
研
修
担
当
部
長

安
田
 和
成
1)
 中
村
 明
子
2） （
2．
臨
床
的
に
重
要
な
微
生
物
、5
．知
る
と
得
す
る
耐
性
菌
の
は
な
し
）

1)
 三
重
大
学
医
学
部
附
属
病
院
 感
染
制
御
部
　
臨
床
検
査
技
師

2)
 愛
知
医
科
大
学
病
院
 感
染
制
御
部

鈴
木
　
圭
 （
3．
基
本
的
な
抗
菌
薬
の
使
い
方
・
考
え
方
①
、 
6．
基
本
的
な
抗
菌
薬
の
使
い
方
・
考
え
方
②
）

三
重
大
学
医
学
部
附
属
病
院
 救
命
救
急
・
総
合
集
中
治
療
セ
ン
タ
ー
　
助
教

三
重
大
学
医
学
部
附
属
病
院
 感
染
症
内
科
　
副
科
長

山
崎
 大
輔
 （
7．
pK
-p
D理
論
に
基
づ
く
抗
菌
薬
適
正
使
用
）

三
重
大
学
医
学
部
附
属
病
院
 感
染
制
御
部
　
薬
剤
師

M
iM
ID
ハ
ン
ド
ア
ウ
ト
 2
01
8

編
者
・
執
筆
者
一
覧

96



別添４－４ 
厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

 分担研究報告書 

医療機関・施設における感染対策教育に関する研究 

研究分担者 新居 晶恵 三重大学医学部附属病院 感染制御部 看護師長 
研究協力者 松島 由実 岡波総合病院 看護部長 

研究要旨 

三重県内の高齢者施設等を対象に県下３箇所で感染対策研修会を開催した。県内 232の

高齢者施設に案内し、58施設（全体の 25%）から 99名の参加があった。講師・ファシリ

テーターは、三重県内に在職する感染管理認定看護師 12名が勤めた。計２時間のレクチ

ャー・演習・グループワークを行い、概ね高い評価が得られた。高齢者施設等を対象にし

た研修会の講師・ファシリテーターとしては、感染管理認定看護師が適任と思われるが、

個々の看護師が地域全体を対象に研修会を継続的に実施することは難しく、感染対策地域

ネットワークの枠組みを活用することは有用な手法の一つと考えられた。 

A. 研究目的 

三重県感染対策支援ネットワーク（MieICNet）

では、平成 28年度より地域連携の一環として高齢

者施設等を対象に感染対策研修会を開催している。

本研修会では、地域の感染管理認定看護師が高齢

者施設等で勤務するスタッフへ直接感染対策を教

育することを目的としている。本分担研究では、

この枠組みを用い、他地域でも参考となる研修会

の内容や運営方法を提示することが目的である。 

 

B. 研究方法 

平成 30 年度の MieICNet 活動の一環として、三

重県内 3 か所で開催する高齢者施設等感染対策研

修会の準備から終了後までの活動内容をまとめ、

アンケート結果等をもとに検証した。 

 

C. 研究結果 

研修会は、三重県内の高齢者施設に勤務する方

や在宅ケア等に従事する方を対象とし、多くの方

が参加できるよう、場所と日時を変え、三重県内

の 3病院で実施した。 

 

 

１．研修会の周知 

研修会は三重県感染対策支援ネットワークが主

催、三重県老人保健施設協会および三重県老人福

祉施設協会が後援となり実施した。三重県内の老

人保健施設 64 施設に対しては三重県老人保健施

設協会より、また、老人福祉施設 168 施設に対し

ては、三重県の担当部局よりメールにて周知した。 

２．研修会の開催概要 

①北勢会場 

日時：平成 30年 10月 20日（土） 

13:00～15：00 

場所：桑名市総合医療センター 

参加者：41名 

講師・協力者：感染管理認定看護師４名 

②中勢会場 

日時：平成 30年 10月 14日（日） 

10:00～12：00 

場所：鈴鹿厚生病院 

参加者：35名 

講師・協力者：感染管理認定看護師４名 

③伊賀会場  

日時：平成 30年 10月 28日（日） 

10：00～12：00 
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場所：岡波総合病院  

参加者：22名 

講師・協力者：感染管理認定看護師４名 

 

図１ 研修会パンフレット 

 

３．参加者の勤務施設（市町別） 

市町別の参加者の勤務施設の状況は以下のとお

りである（表１・図表２）。 

  
老人保

健施設 

老人福

祉施設 
その他 合計 

いなべ市 3 3  6 

伊賀市 2 2 2 6 

伊勢市  1  1 

東員町   1 1 

亀山市 4 2 2 8 

桑名市 5 5 7 17 

菰野町 2   2 

四日市市 2 5 1 8 

松阪市 3 5  8 

川越町  1  1 

多気町 1 3  4 

大紀町 2   2 

津市 13 7 5 25 

東員町  2  2 

飯南町 2   2 

名張市   2 2 

明和町  3  3 

鈴鹿市   1 1 

合計 39 39 21 99 

 

表１ 市町別の高齢者施設数・研修会参加施設数 
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（※）施設数は、平成 31年 3月に三重県老人保健施設

協会および三重県老人施設協会に加入している施設数

である。 

平成

28年 

平成

29年 

平成

30年 
合計 

東員町 3 3 

桑名市 3 17 20 

いなべ市 2 6 8 

川越町 1 1 2 

菰野町 1 2 3 

四日市 7 8 15 

鈴鹿市 0 1 1 

亀山市 1 8 9 

津市 13 25 38 

伊賀市 1 6 7 

名張市 1 2 3 

松阪市 8 8 16 

明和町 2 3 5 

玉城町 1 1 2 

度会町 3 3 

飯南町 2 2 

多気町 0 4 4 

大台町 0 0 

南伊勢町 1 1 2 

伊勢市 7 1 1 9 

尾鷲市 4 4 

鳥羽市 1 7 8 

志摩市 4 4 8 

御浜町 1 1 

紀宝町 1 1 

紀北町 1 1 

大紀町 2 2 4 

熊野市 4 4 

参加者合計 14 70 99 180 

図表２：市町別参加施設数 

地図上に示した数字は、市町別の参加施設数を表す。 

４．研修内容 

３会場で同一の内容とした。 

・感染対策の基本に関するレクチャー

・個人防護具着脱の演習

・日常清掃についての技術デモンストレーション

グループワーク、質疑を含む情報交換 

５．日常清掃について演習の必要物品 

・車いすやテーブル

・蛍光塗料・ブラックライト

・防護具（未滅菌手袋 L M S、ガウン、マスク）

・手指衛生用アルコール

５．研修会開催にあたっての活動内容 

 平成 30 年度の研修会開催の準備から終了まで

の活動内容を以下に示す。ここでの事務局は、

MieICNet事業の委託を受けている三重大学病院の

看護師をいう。 

日時 内容 

平成 30年 

8月 

高齢者施設等研修会担当する感染

管理認定看護師による打ち合わ

せ。開催場所、日程、内容を協議

し、内容を決定 
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9月 各地域で調整を行い、開催場所、

日程を決定 

9月 18日 案内文書作成・後援依頼（事務局） 

10月 1日 講師・ファシリテーターへの依頼

文発出（事務局） 

9月 20日 案内文書メール配布（三重県・ 

老人保健施設協会） 

FAXでの参加登録開始（事務局） 

10月 1日 高齢者施設等研修会担当者で打ち

合わせ。会場内のレイアウト、駐

車場、懸垂幕、必要物品、アンケ

ート、各会場の参加者人数等の情

報共有、および、講師・ファシリ

テーター数の確認 

10月 5日 事前申し込み締め切り 

10月 14日 

10月 20日 

10月 28日 

講師・ファシリテーターによる研

修前打ち合わせ、および、研修会

終了後の振り返り 

 

６．アンケート結果 

3 会場合計で計 99 名の参加があり、うち 92 名

からアンケートの回答を得た。職種は、看護師が

51%と最も多く、介護福祉士 19%、介護職 9%の順で

あった。施設内の役割については、スタッフが 36％

と最も多く、感染対策担当者 25％、リーダー（主

任を含む）15％、管理者 15%の順であった。講義に

関しては、とても満足・まあまあ満足 82％、演習

に関しても、とても満足・まあまあ満足 80％と、

ともに好評であった。今後の研修内容としては、

毎年同じ内容が良い 19%に対し、毎年異なる内容

が良いが 48%であった。 

 

D.考察 

MieICNet事業の一環として、高齢者施設等を

対象とした研修を企画運営している。初年度（平

成 28年度）は、伊勢志摩地区一ヵ所のみの実施

であったが、平成 29年度以降は、地域を考慮し

ながら三ヶ所で開催することにより、参加対象を

県下全域に拡大した。 

三重県内に在職する感染管理認定看護師（日本

看護協会都道府県別登録者一覧より）に講師やフ

ァシリテーター、また運営協力を依頼した。 

三重県内の高齢者施設 232施設に研修会の案内

を周知し、58施設（全体の 25%）から合計 99名

の参加があった。計２時間のレクチャー、演習、

グループワーク等を実施し、概ね高い評価が得ら

れた。 

高齢者施設等において感染対策を教育・啓発し

ていく上で、感染管理認定看護師の活用は不可欠

である。しかしながら、個々の活動において地域

の高齢者施設等を対象とした研修会を継続的に開

催することが困難なことも現状である。その要因

として、①院内業務や診療報酬で規定された地域

連携以外の活動を自主的に行なうことは病院の管

理運営上難しい、②高齢者施設等を網羅的に把握

し、周知する手段がない、③パンフレット等の作

成・印刷・配布や個人防護具等の必要物品の入手

など事務的・金銭的な後立てがない、などが考え

られる。 

三重県においては、三重県医療保健部医務国保

課が事務局となり、委託を受けた三重大学病院感

染制御部が事務局機能の一部を担うことで、前述

した問題点を克服し、県下全域へ周知を行い、３

箇所での研修会を開催できた。また、各施設で伝

達講習が行えるよう資料をウェブサイトで公開し

た（http://www.mie-

icnet.org/lecturedetail/878/）（資料６）。 

日本は、諸外国にないスピードで高齢化が進

み、高齢者施設・在宅介護へのニーズが高まって

いる。医療現場と高齢者施設の間で患者が行き来

するなかで、薬剤耐性菌が伝播する危険性、ま

た、集団で生活する環境において、ノロウイルス

やインフルエンザなどの集団発生の危険性があ

り、高齢者施設における感染対策の質的向上が急

務である。このような施設で勤務する職員に対

し、感染対策の実務的内容を教育する機会を提供
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することは、AMR対策の一環としても、今後重要

になってくる。高齢者施設等における感染対策向

上の一手法として、感染対策地域連携の枠組みを

用いることは有用と考えられた。 

内容については、感染対策の基本（標準予防

策・感染経路別予防策）を中心としているが、ア

ンケートからは、ブラッシュアップした内容を希

望している参加者が多いことが分かった。 

また、高齢者施設の職員構成を考えると、介護

職に比較し看護師の参加割合が多いことが分かっ

た。今後、研修会を継続していく上では、各施設

で指導的立場となる看護師に対しては、より発展

的な内容を提供する、一方で介護職が理解し実践

できる内容を強化していくこと検討が必要であ

る。また、グループワークを設けることで、他施

設の現状を聞くことができ、情報共有の良き場と

なっていることも分かった。 

 

E.結論 

三重県内全域を対象に３箇所で高齢者施設等研

修会を開催した。県下全域の施設に研修会の周知

を行うには、県の支援が必須であり、また運営事

務局など実務的な役割を担う者が必要と考えられ

た。複数個所で開催しても、全施設の 25%からの

参加にとどまったため、今後も全ての施設からの

参加を働きかけるとともに、各施設で指導的立場

にあたる看護師などに対しては、より発展的な内

容の教育も必要と考えられた。高齢者施設に勤務

する職員が 1人でも多く本研修に参加し、三重県

の感染対策の質が向上すること、さらには AMR対

策につながることを目指して引き続き活動を行な

って行きたい。 

 

F.研究発表 

1． 論文発表 

なし 

2． 学会発表 

なし 

 

G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3.その他 

    なし 
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三重県感染対策⽀援ネットワーク研修会

三重県 ⾼齢者施設等感染対策研修会2018

三重県感染対策⽀援ネットワーク研修会
三重県 ⾼齢者施設等感染対策研修会2018

①⾼齢者施設における感染対策の基本
標準予防策・感染経路別予防策
個⼈防護具（PPE）の着脱
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1. ⾼齢者施設で参考にしたいガイドライン
2. ⾼齢者施設の特徴と基礎知識
 標準予防策
 ⼿指衛⽣
 感染経路別予防策

3. 施設内活動
 委員会の設置と連携
 マニュアル
 教育

3

⾼齢者施設で参考にしたいガイドライン

4

103



ガイドラインの特徴と使い⽅

1. ⾼齢者介護施設における感染対策マニュアル
（平成 17 年 3 ⽉/平成25年改訂）
 感染及び感染対策の基本的な知識

2. 特別養護⽼⼈ホームにおける感染対策ガイドライン
（平成 19 年 3 ⽉）
 感染の拡⼤防⽌と早期の判断・適切な対応

２つのガイドラインを合わせて活⽤することで、更に施設に
おける感染管理体制の整備や⽇々のケアの中での具体
的な感染対策の実施に役⽴てる

5

⾼齢者介護施設における感染対策マニュアルの内容

1. ⾼齢者介護施設と感染対策
• 注意すべき主な感染症と基礎知識

2. ⾼齢者介護施設における感染管理体制
• 感染対策委員会の設置
• 感染対策のための指針・マニュアル整備
• 職員の健康管理
• 職員研修の実施

3. 平常時の対策
4. 感染症発症時の対策
5. 個別の感染対策 など

⾼齢者介護施設における感染対策マニュアル⽬次より⼀部抜粋

6

104



⽬次

1. ⾼齢者施設で参考にしたいガイドライン
2. ⾼齢者施設の特徴と基礎知識
◦ 標準予防策
◦ ⼿指衛⽣
◦ 感染経路別予防策

3. 施設内活動
 委員会の設置と連携
 マニュアル
 教育

7

⾼齢者介護施設の特徴

1. レクリエーションや⾷事など集団活動が多い
2. 家族やボランティアなどの⾯会が多い
3. ⾼齢者にとって⽣活の場
4. 隔離制限が困難（認知症、転倒など）

5. 認知症や⾔語障害なにより、感染症状を訴えにくい
6. やや⾃⽴している⾼齢者への衛⽣指導が難しい
7. 医師・看護師が不在な時間帯がある
8. 侵襲的な処置が少ない

感染症に対する抵抗⼒が弱い⾼齢者が、
集団で⽣活する場

8
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⽇和⾒感染
健康な⼈では病気にならないような細菌などにより感
染症を発病してしまう

ひ より み かんせん

⽇和⾒感染を起こす⼈
• 抵抗性減弱宿主
• ⾼齢・病気・障害などの原因で、感染症に対する抵抗性

が低い⼈⼊院患者・⼊所者が代表的

9

注意すべき主な感染症

1.集団感染を起こす可能性がある感染症
インフルエンザ、感染性胃腸炎、腸管出⾎性⼤腸菌感染
症、疥癬、結核など

2. 感染抵抗性の低下した⼈に発⽣する感染
症
MRSA 感染症、緑膿菌感染症など

3. ⾎液・体液を介して感染する感染症
肝炎（B 型、C 型）、HIV 感染症など

⾼齢者介護施設における感染対策マニュアルより

10
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感染成⽴の輪
病原体

感染源

排出⾨⼾

感染経路

侵⼊⾨⼾

宿主

11

感染を成⽴させないために、感染経路を遮断するのが感染対策

感染成⽴の阻⽌ 〜感染源対策〜

 感染症があってもなく
ても対策

 施設に出⼊りする全て
の⼈が実施

 ⼿指衛⽣
 咳エチケット
 環境整備 など

対策

具体的にどんなことを実践するか

感染源

12

• 病原体は⽬に⾒えない
• 発⾒されていない病原体がいるかも
• 検査で検出できない期間かも
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標準予防策とは （Standard Precautions）

①⾎液・すべての体液
②湿性⽣体物質（分泌物、排泄物）

③粘膜
④損傷した⽪膚

感染性の有無・病態に関わらず、全ての患者に対して標準的
に⾏う感染予防策を⾔います。

CDC（⽶国疾病管理予防センター）より
「隔離予防策のためのガイドライン」

標準予防策は以下の4つを感染の可能性がある対象とみなして
対応する⽅法

13

標準予防策の対象

①⾎液 ②体液 ③粘膜 ④損傷した⽪膚

喀痰
排泄物
洗浄液

など

⼝腔
⿐腔
陰部

など

表⽪剥離
褥瘡

など

感染する可能性のあるものは何か具体的に分かりケアに活かすことが⼤切

⾃分が所属している部署で、感染する可能性があるものははにかを考える。
14
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標準予防策の実践
1. ⼿指衛⽣（⼿洗い⼜は⼿指消毒）
2. 個⼈防護具の使⽤（⼿袋、マスク、エプロンなど）
3. 適切な患者配置
4. ケアに使⽤した器具の取り扱い
5. 廃棄物の取り扱い
6. ⾎液媒介病原体
7. 呼吸器衛⽣（咳エチケット）

8. 安全な注射⼿技
9. 特別な腰椎穿刺時の感染制御

15

標準予防策の考え
⽅が理解できたら、
次は具体的に何をす
べきかを考えます。

⼿洗いの種類選択と⼿荒れ予防

1. ⽯鹸と流⽔による⼿洗い
⽬に⾒える汚染があるときは流⽔と⽯けんで洗う

2. 速乾性擦式⼿指消毒
⽬に⾒える汚染がないときは速乾性⼿指消毒剤

3.⼿荒れ予防が重要

16

「医療施設における⼿指衛⽣に関するガイドライン2002」より
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第⼀選択はアルコール⼿指消毒剤

1. ⼿指に⽤いた場合の⾼い消毒効果が認められた。
2. ⼿技が簡単でシンクなどの特別な設備を必要とし

ないため遵守率の向上に寄与できる
3. 流⽔と⽯けんによる⼿洗いよりも⼿荒れが少ない。

これまでは流⽔による⼿洗いがよいとされてきました
が、下記のような理由からアルコールによる⼿指消
毒が注⽬されてきました。

17

⼿洗い残しやすい部位
手の甲 手のひら

TaylorL:An evaluation of handwashing techniques-1,Nurse Times12:54-55,1978

18
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⽯鹸と流⽔での⼿の洗い⽅

19

⼿洗いの効果 洗い残し
⽯けんと流⽔による⼿洗い前後の⽐較

⼿洗い前 ⼿洗い後
20
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⼿洗いの種類と場⾯
WHOの提唱する「⼿指衛⽣の５つの瞬間」（5moments）

２００９年世界保健機構 WHOが発表

21

感染成⽴の輪
病原体

感染源

排出⾨⼾

感染経路

侵⼊⾨⼾

宿主

22

感染を成⽴させないために、感染経路を遮断するのが感染対策
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感染成⽴の阻⽌ 〜感染経路対策〜

 不⽤意にさわらない
 ⼿を洗う
 個⼈防護具

（マスクやエプロンなど）
 清潔な操作・器具

 医療従事者
 患者、⼊居者
 家族、⾯会者
 業者
 ボランティア など

誰がバイキンを運ぶか

対策

感染経路

23

標準予防策と感染経路別予防策

標準予防策

適応症例に
感染経路別予防策

全ての患者に

接
触
予
防
対
策

⾶
沫
予
防
対
策

空
気
予
防
対
策

⼿袋
エプロン
ガウン

サージカル
マスク

N95
マスク

24
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個⼈防護具（PPE)の使⽤の場⾯

25

⼿ 袋
• ⾎液、体液、分泌物、排泄物に触れる可能性がある
• 汚染された可能性のある器材、環境に触れる
• 接触予防策が必要な患者の部屋に⼊る

ガウン・
ビニールエプロン

• ⾐類/露出した⽪膚が⾎液、体液、分泌物、排泄物に
接触することが予測される

• 患者の周囲環境に⾐類が触れる可能性がある
• 接触予防策が必要な患者の部屋に⼊る

サージカルマスク • ⾎液、体液、分泌物のしぶきが⾶散する可能性がある
• ⾶沫予防策が必要な患者の部屋に⼊る

⽬の防御
（ゴーグル・

フェイスシールド）
• ⾎液、体液、分泌物のしぶきが⾶散する可能性がある

26

個⼈防護具（PPE)の着脱の順番
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≪主な薬剤耐性菌≫
 メチシリン耐性⻩⾊ブドウ球菌（MRSA）
 多剤耐性緑膿菌（MDRP）
 基質特異性拡張型βラクタマーゼ（ESBL）産⽣菌
 多剤耐性アシネトバクター（MDRA）
 バンコマイシン耐性腸球菌（VRE）
 カルバペネム耐性腸内細菌科細菌（CRE）

薬剤耐性菌検出者への対応

保菌しているだけでは健康被害をもたらすことはない

保菌者に過剰な対応は不要
職員が標準予防策の遵守
⼊所者、通所者の⼿指衛⽣

周囲に拡散する可能性がある場合は、接触
予防策を実施
痰、褥瘡、下痢便などからの検出
可能であれば個室またはコホート

具体的な対応
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⽬次

1. ⾼齢者施設で参考にしたいガイドライン
2. ⾼齢者施設の特徴と基礎知識
◦ 標準予防策
◦ ⼿指衛⽣
◦ 感染経路別予防策

3. 施設内活動
 委員会の設置と連携
 マニュアル
 教育

29

⾼齢者施設における管理体制
感染対策委員会の設置
施設内の感染症発⽣や発⽣時の感染拡⼤を防

⽌するため、感染対策委員会を設置する必要があ
る。

感染対策委員会は、運営委員会等の施設内の他
の委員会と独⽴して設置・運営する。

 感染対策は、⼊所者の安全管理の視点からきわ
めて重要であり、⼊所者の 安全確保は施設の責
務といえる

⾼齢者介護施設における感染対策マニュアルより抜粋
30
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感染対策委員会の⽬的と役割
1. 施設の課題を集約し、感染対策の⽅針・計画

を定め実践を推進する。
2. 決定事項や具体的対策を施設全体に周知す

るための窓⼝となる。
3. 施設における問題を把握し、問題意識を共

有・解決する場となる。
4. 感染症が発⽣した場合、

指揮の役割を担う

31

32
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感染対策のための指針・マニュアルの整備

【指針・マニュアルを作成する⽬的】
 指針において理念、考え⽅や⽅針を明確に⽰す
 マニュアルによって⽇常のケア場⾯での具体的な実施⼿

順を⽰す

• 現場で役に⽴ち、⼗分に活⽤されるマニュ
アルを整備するためには、既存の⼿順書や
テキスト等をそのまま転⽤しない。

• ⾃施設 の実態に合わせて独⾃に作成する
• 「誰が」「 何を」するのかを明記する。そして

、常に⾒直しをする

33

職員研修の⽬的
感染症の予防や感染の拡⼤を防⽌する観点を⾝

に付ける
感染症罹患者に対する差別や偏⾒を防⽌
正しい知識を普及・啓発する
衛⽣管理の徹底と衛⽣的な⾏動の励⾏を推進

 職員が、知識を習得する機会がなく、⾃覚
せずに感染を拡げてしまうことは、感染管理
上⼤きな問題

 全ての職員が感染のリスクを理解し、適切な
対応を知ることが基本。そのため研修はなく
てはならないもの

34
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まとめ
1. ⾼齢者施設におけるガイドラインを参考にする
2. ⾼齢者施設は、感染症に対する抵抗⼒が弱い⾼齢者が

集団で⽣活する場
3. 標準予防策は施設を出⼊りする全ての⼈が実施
4. ⼿指衛⽣はもっとも⼤切な感染対策
5. ⾃施設の実態に合わせた独⾃のマニュアルを誰もが分かる

ように作成
6. 職員が感染リスクを理解し、適切な対応を知るために、職

員研修は必須
7. 相談（連携）できる窓⼝を確保する

35

三重県感染対策⽀援ネットワーク研修会

三重県 ⾼齢者施設等感染対策研修会2018

②⾼齢者施設における環境整備
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感染源となりうる主な環境
 利⽤者環境の⾼頻度接触⾯
 空気および空調設備
 ⽔および⽔回りの環境
 植物
 トイレ
 医療廃棄物
 リネン など

医療関連感染で問題となる主な微⽣物
微⽣物 ⽣存期間の⽬安 ⽣存環境例

メチシリン耐性⻩⾊ブ
ドウ球菌
（MRSA）

乾燥表⾯上の⽣存期間︓
7⽇〜7ヶ⽉

⽪膚
腸管
⼿指の⾼頻度接触⾯など

緑膿菌 乾燥表⾯上の⽣存期間︓
3⽇〜2ヶ⽉
（乾燥表⾯では5週間）

腸管
湿潤環境
（洗⾯所、流し台など）
経腸栄養剤
カテーテル
消毒液 など

ノロウイルス 乾燥表⾯上の⽣存期間︓
8時間〜7⽇

ふん便・吐物
⼿指⾼頻度接触⾯ など

 アシネトバクター・バウマニ
 バンコマイシン耐性腸球菌（VRE）
 クロストリジウム・ディフィシル
 セラチア菌 など

shop.saraya.com/hygiene/category/kankyoeisei.html ⼀部抜粋⼀部変更
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環境表⾯からの感染経路

• 環境表⾯に病原体が付着

• ⼿指が環境表⾯に触る

• 病原体が⼿指に移動する

• ⼿指が⿐腔や結膜に触れる

• 体内に侵⼊する

⾼齢者介護施設での環境の整備
 施設内の環境の清潔を保つことが重要
 整理整頓を⼼がけ、清掃を⾏う
 消毒薬による消毒よりも⽬に⾒える汚れを除

去する
 居⼼地の良い、住みやすい環境つくり
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清掃について
⽇常的な清掃頻度
 各所、原則1⽇1回以上の湿式清掃し、換気を⾏

い乾燥させる。
 必要に応じ、床の消毒を⾏う
 使⽤した雑⼱やモップはこまめに洗浄し乾燥させる
 汚染のひどい場合や新たな汚染が発⽣しやすい場

合には、回数を増やす
【汚染が発⽣しやすい場合】
 失禁を伴う下痢の⼊所者
 咳や喀痰の多い⼊所者
 おう吐のある⼊所者 など

高齢者介護施設における感染対策マニュアル 平成25年3月

⾼頻度接触⾯と低頻度接触⾯

共有物品で
良く触る場所も
⾼頻度接触⾯
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⾼頻度接触⾯と低頻度接触⾯の清掃
⾼頻度接触⾯ 低頻度接触⾯

・医療関連感染の伝播リスクが⾼い
・⼿の脂質などの有機物質、堆積物、
微⽣物の存在

・病原微⽣物（耐性菌）の伝播

・医療関連感染の伝播リスクは低い
・塵や埃を取り除くことが重要
・環境に塵や埃を舞い上げない

環境クロス ◎ ドライモップ ◎
⽔拭き 〇 布⼱の衛⽣管理 ウエットモップ 〇 転倒リスク
消毒薬 〇 必要時 掃除機 △ 排気・粉塵

ほうき △ 埃の舞い上げ

環境への消毒薬使⽤時の注意点
 毒性の⾯から⾼⽔準消毒薬を環境消毒に使⽤しない
 消毒⽤エタノールや次亜塩素酸ナトリウムによる材質への影響を考慮する
 消毒⽤エタノールや次亜塩素酸ナトリウムによる広範囲消毒は推奨されない

実際の清掃⽅法（例）
ポイ
ント

ポイ
ント

ポイ
ント

環境
クロス

ドライから⽔回りへ

清
潔
か
ら
不
潔
へ

換気

上
か
ら
下
へ
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ベッド周囲清掃のポイント

45

丁寧に清掃を⾏う必要のある場所の清掃

【床】
• 通常の清掃は湿式清掃を基本とする
• 消毒薬の清掃は必要ない

【浴室】
• 浴槽のお湯の交換、浴室の清掃・消

毒などをこまめに⾏う
• 通常時は家庭の浴室の清掃と同様
• ⾃主点検票（チェックリスト参照）

【⼿洗い場】
• ⾃動⽔栓、肘押し式、センサー式

または⾜踏み式蛇⼝の設置
• ペーパータオルの設置
• ゴミ箱は⾜踏み式の開閉⼝

【トイレ】
• 糞便中の細菌でトイレが汚染される
• トイレは常に衛⽣的に保つ
• ⼿洗いを⼗分にする
• 感染性胃腸炎流⾏期には便座、ド

アノブなどの清掃を徹底

⽔回りは、こまめな清拭、乾燥が重要です︕
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浴室 ⾃主点検表（チェックリスト）
【毎⽇実施する衛⽣管理】

1. 脱⾐室の清掃
2. 浴室内の床、浴槽、腰掛の清掃
3. 浴槽の換⽔

⾮循環型︓毎⽇
循環型︓1回以上/週

4. 残留塩素濃度の測定
基準 0.2〜0.4ｍｇ/L

時間を決め残留塩素測定器で測定
結果は記録、3年間保管

5. 循環型浴槽は、1週間に1回以上、
ろ過器を逆流し消毒

6. ⾃主点検（重要）
7. 少なくとも年1回以上、浴槽⽔のレジ

オネラ属菌等の検査を⾏う
8. 浴槽、循環ろ過機及び循環配管設

備の点検（洗浄、消毒）
1回/年

9. 貯湯タンク点検と洗浄 1回/年

⾼齢者介護施設における感染対策マニュアル 平成25年3⽉

【定期的に実施する衛⽣管理】

【ポイント】

⾼齢者介護施設における感染対策マニュアル 平成25年3⽉

 使⽤後のモップや拭き布の洗浄、乾燥管理の徹底
 使⽤場所ごとにモップや拭き布を区別をする
 ⽇常的に消毒薬を散布したり噴霧することはしない
 清掃後は、よく⼿を洗い、⼿指衛⽣の保持を⼼が
ける

 清掃を担当しているボランティアや
委託業者にも上記のことを徹底する
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まとめ

 環境も感染源となり得る
 特に⾼頻度接触⾯に注意する
 消毒よりも清掃を
 ⽔回りの管理が重要
 乾燥がカギ
 ⼿指衛⽣は常に重要

⽬には
⾒えないけど
そばにいるよ
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別添４－５ 
厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

分担研究報告書 

AMRに関する県民への普及・啓発に関する研究 

研究分担者 新居 晶恵 三重大学医学部附属病院 感染制部 

研究要旨 

薬剤耐性（AMR）対策推進月間である 11月を中心に市民を対象に啓発活動を行った。 

本年度の市民公開講座は、高齢者とその家族をする者を主な対象と位置づけ、三重県内の

病院、高齢者施設、保険薬局にチラシとポスターを配布するとともに、駅構内にポスターを

掲示した。また、三重交通のバス 2台側面に AMRに関する巨大ポスターを貼り 11月の 1か

月間、人通りが多い路線（津・四日市）で運行を行った。11月 23日（木・祝）に市民公開

講座(上手に付き合おう「バイキン」と「クスリ」～肺炎についてもっと知ろう～)を開催し

た。市民公開講座では、講演のほか、手洗い演習や顕微鏡での微生物観察など体験型のコー

ナーも設けた。これら市民啓発活動の準備から終了までの活動内容を整理した。

A. 研究目的

薬剤耐性（AMR）の拡大を防ぐためには、医療

者だけでなく、国民（市民）も感染症にかからな

い、拡げない方法を実践するとともに、抗菌薬の

正しい服用方法についての知識を習得する必要

がある。 

しかし、AMRが注目されてまだ間もないことも

あり、AMRの認知度は低い状況である。今回、AMR

という言葉を市民に知ってもらう、また、興味を

持ってもらうことを目的に市民公開講座を含む

各種啓発活動を行なった。本分担研究の目的は、

他地域でも参考となるよう、市民への啓発活動の

一例を提示することである。 

B. 研究方法

国の「薬剤耐性（AMR）対策推進月間」である 11

月を中心に、三重大学病院感染制御部が主体とな

り、（１）ポスター等の啓発資材の作成・周知、（２）

市民公開講座など学習の機会の提供を行った。 

市民啓発活動の準備から終了までの活動内容を

まとめ、アンケート結果等をもとに検証した。 

本研究の実施にあたっては、研究代表者、分担

研究者のほか、市民公開講座運営者からなる研究

班によって検討を行った。本分担研究班のメンバ

ーは以下の通りである。 

氏名（職種） 所属 

研 究 

代表者 

田辺 正樹 

（医師） 

三重大学医学部附属病院 

感染制御部、感染症内科 

分 担 

研究者 

新居 晶恵 

（看護師） 

三重大学医学部附属病院 

感染制御部、看護部 

研 究 

協力者 

福田みどり 

（看護師） 

三重大学医学部附属病院 

看護部 

研 究 

協力者 

中原 弘喜

（看護師） 

三重大学医学部附属病院 

看護部 

研 究 

協力者 

山崎 大輔 

（薬剤師） 

三重大学医学部附属病院 

感染制御部、薬剤部 

研 究 

協力者 

森川 祥彦 

（薬剤師） 

三重大学医学部附属病院 

薬剤部 

（倫理面への配慮） 

本研究は体制整備についての研究であり、個人

が識別可能なデータは取り扱わないが、写真等を

用いる際に個人が特定できないように配慮した。 
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C. 研究結果 

研究代表者、分担研究者がコアとなり、ポスタ

ー等の啓発資材の作成・周知、市民公開講座の準

備等を行なった。 

１．チラシ・ポスターの作成 

 市民公開講座のチラシ・ポスターを作成した。

本年度の市民公開講座は、高齢者とその家族を主

な対象と位置づけたため、穏やかな柔らかい雰囲

気のチラシとした（図１）。AMR対策推進月間の周

知ポスターについては、昨年度作成したものを継

続的に使用した（図２）。 

 

図１ 平成 29年度・市民公開講座チラシ 

 

図２ AMR対策推進月間周知ポスター 

市民公開講座のチラシ・ポスターについては、

A4 サイズのチラシ 29,500 部、A3 サイズのポスタ

ー1,200部、B1サイズのポスター10部を作成した。

市民公開講座は、三重大学医学部附属病院が主催

者となり、三重県感染対策支援ネットワークを共

催とした。また周知するにあたり、三重県感染対

策支援ネットワーク（MieICNet）の運営に関わっ

ている団体（三重県医師会、三重県病院協会、三重

県看護協会、三重県薬剤師会、三重県病院薬剤師

会、三重県臨床検査技師会、三重県老人保健施設

協会）に加え、三重大学医学部附属病院、三重県老

人福祉協会に後援を依頼した。 

 

2．市民公開講座の周知 

①MieICNetの HP（http://www.mie-icnet.org/)上に特

別サイトを作成し、チラシの QRコードから参加

申し込みができる形式とした。また、はがき、FAX

での申し込みも可能とした（図３）。 
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図３ 平成 29年度・市民公開講座申し込み用紙 

②三重県内の病院（94）、三重県内の高齢者施設

（232）、三重県内の保険薬局（738）にチラシと

ポスターを配布した（表１）。 

表１ チラシ・ポスターの配布数 

施設   

（数） 

配布時期 

配布数 

市民公開講座（図１） AMR対策推

進月間ポス

ター（A3）

（図２） 

チラシ 
ポスター 

（A3） 

病院 

（94） 

9 月中旬 

各病院あ

たり 20 部

（計 1880

部） 

各病院あ

たり 1 部

（ 計 94

部） 

各病院あた

り 1 部（計

94 部） 

高齢者 

施設 

（232） 

10 月末 

各施設あ

たり 10 部

（計 2320

部） 

  

保険薬局

（ 738 ペ

ージ） 

9 月中旬 

各薬局あ

たり 20 部

（ 計

14760 部） 

 各薬局あた

り 1 部（計

738部） 

③11 月の AMR 推進月間の World Antibiotic 

Awareness Week にあわせ、11/5-11/25 に JR 津

駅へポスターを掲示した。B1 サイズの市民公開

講座と AMR 対策推進月間ポスター各４枚を駅の

連絡通路に並べて掲示した（図４）。 

 
図４ JR津駅へのポスター掲示 

 

3．ポスターバスの運行 

11 月の AMR 推進月間の World Antibiotic 

Awareness Weekにあわせ、三重交通のバス 2台側

面に AMRに関する巨大ポスターを貼り 11月の 1か

月間、人通りが多い路線（津・四日市）で運行を行

った。ポスターバスの運行開始前に三重大学病院

駐車場でお披露目会を行った。（図５）。その様子

が中日新聞へ掲載されることで 2 次的効果を得る

ことができた（図６）。 

図５ バスのお披露目会 
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図６ 中日新聞掲載記事 

4．科学の祭典への出店 

 11月 3日・4日（土・日）三重大学講堂で行わ

れた青少年のための科学の祭典 三重大学大会へ

出店した。2日間で当ブースには 686名の子ども

と保護者が参加した。顕微鏡で微生物を観察し、

手指衛生の必要性を知る、手指衛生の方法を学ぶ

内容とした。AMRの周知は、AMRリファレンスセ

ンターよりパンフレットとパネルの提供を受け、

既成のものを用いて実施した。（図７）。 

 

図７ 科学の祭典 三重大学大会 

5．市民公開講座の開催 

11月 23日（木・祝）に市民公開講座(上手に付

き合おう「バイキン」と「クスリ」～肺炎について

もっと知ろう～)を開催した（図８）。 

 

 

 

図８ 市民公開講座の様子 

日時：平成 29年 11月 23日（木祝）9時‐12時 

場所：アストホール（アスト津アストプラザ内） 

内容： 

A. 講演の部 

①肺炎についてもっと知ろう 

（三重大病院・医師） 

  ②感染対策についてもっと知ろう 

（三重大病院・看護師） 

B. 学びのコーナー 

①バイキンを見てみよう（顕微鏡で微生物を

観察） 

  ②手をきれいに洗えるようになろう（手洗い

チェッカーを用いた手洗い演習） 

③咳エチケットトレーニング（咳エチケット

の体験） 

④パネル展（AMRリファレンスセンターより 

C. 申し込み応募者：187名 

9 月 15 日申し込み開始とし、9 月申し込み

24組 31名、10月申し込み 77組 118名、11月

申し込み 28 組 38 名の合計 130 組 187 名から

参加の応募があった。  

申し込み方法は、はがき・FAX・メール・電

話とし、はがき 41組、FAX49組、メール 32組、

電話 8組であった。 

D. 参加者：157名 

29歳まで 2％、30-49歳 13％、50-69歳 38％、

70歳以上 45％の順であった。 
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E. スタッフ：三重大学病院職員、県内病院の

感染対策担当者、ボランティアなど計 20名 

 

講演だけでは、学習効果が乏しいと考え、「学び

のコーナー」を設置し、講演前や休憩時間に顕微

鏡での菌の観察や手洗いチェックなどの体験の機

会を提供した。参加者のうち、139名からアンケー

トを回収した。津市内からの参加が 66.1%であっ

た。イベントをどこで知ったかについては、チラ

シ 44.3%が最も多く、次いで、広報誌 32.3%、ポス

ター15.5%の順であった。チラシ・ポスターと回答

のあった 97名の内訳は表 2のとおりであった。 

 

表２. チラシ・ポスター周知による参加 

 チラシ ポスター 計 

高齢者施設 5 3 8(8%) 

病院 11 6 17(17.5%) 

保険薬局 16 14 30(30.9%) 

回覧板 42  42(43.2%) 

計 74 23 97 

講演の評価も、参加者の 90％程度は「良かっ

た」との回答であった（図９）。 

学びのコーナーについては、「手洗い体験 」

「咳エチケット」「身近な菌を見てみよう」全て

の参加者の 90%程度が「よかった」との回答であ

った（図 10）。 

 

 
図９ 市民公開講座（講演部）の感想 

 
図 10 市民公開講座（学びのコーナー）の感想 

D. 考察 

 AMR 対策という市民がなじみのない分野での啓

発活動は、まずは AMRという言葉を市民が認知し、

興味を持ってもらうことから始めなければならな

い。 

本分担研究ではまず、AMR という言葉を市民に

知ってもらうために、1 日乗降人数が 26000 人強

である津駅の掲示板に AMR 対策推進月間にポスタ

ーを貼る、バスという動く媒体を使用し、多くの

人の目に触れるような取り組みを行った。このよ

うな活動も多くの市民の目に留まったと思われる。
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インパクトがある広報方法を今後も模索し継続的

に行わなければならない。 

市民公開講座は、昨年度と違った年齢層をター

ゲットに絞った。9 月中旬の津市広報へのチラシ

を挟み込み、公共機関等（病院・保険薬局）にポス

ターの貼付、チラシ配布の依頼行った。ターゲッ

ト層に合った広報方法であったため、募集開始と

ともに参加申し込みがあり、昨年より少ない資材

で多くの参加者を得ることができた。ターゲット

ごとに広報方法を考慮する、ターゲットが申し込

みやすい媒体での申し込み方法を準備することが

必要なことが明らかとなった。 

 AMRを前面に出さず「肺炎」をテーマとした講演

会の中で AMR 対策の必要性を説明する手法をとる

ことによって AMR を知らないと思われる受講者へ

AMR 対策を肺炎の治療からうまく伝えることがで

きた。 

学びのコーナー「バイキンを見てみよう」は、臨

床検査技師が運営した。モバイル顕微鏡「mil-kin

（見る菌） C-Type」を用いた。試料ステージに流

し台の排水を乗せてスマートフォン画面で試料ス

テージの細菌を見せた。スマートフォンとディス

プレイをケーブルで接続し動画を表示させ、多く

の参加者が一度に参加できるようにした。 

「手洗い体験」は感染管理認定看護師が運営し

た。会場が明る過ぎるとブラックライトで蛍光塗

料があまり光らないため、黒い布を敷くなどの工

夫を行った。多くの参加者が手を洗うため、手洗

い場周辺が水浸しになることを考慮し清掃するこ

と、手洗い場で行列ができないように手洗い場を

多く確保することなどが必要であった。 

 「咳エチケットトレーニング」は、紙芝居とし、

咳エチケットが必要な日常の場面を出して〇×ク

イズを行った。最後にマスクの正しい着用方法を

感染管理認定看護師と共に行う方式とした。 

 アンケートの結果、講演会、学びのコーナーと

もに 80％以上が良かったとの回答であったことか

ら今回の市民公開講座は有効であったと考える。 

今後も同様の方法でより効果的に集客する方法を

考え市民公開講座を継続する。一方、我々の活動

を知り講演依頼が増加しているため、他者が企画

したイベントへ協力する形で AMR を伝える方法も

検討していく必要がある。 

 

E. 結論 

 市民になじみのない AMR という言葉を知っても

らう、興味を持ってもらうことは、草の根の活動

が必要でありすぐに目に見える反応につながるこ

とが難しいことが解った。AMR という言葉を知っ

てもらうためにインパクトのある広告を多くの人

が見る場所へ掲示することが有効と考えられた。 

 市民公開講座は、AMR 対策を広めるためには有

効であるが、継続的に市民公開講座を行うには、

大人数を対象に予算をかける方法だけではなく、

小規模な市民のコミュニティー（学校での授業、

婦人会、老人会等）で数多く講演するなど、草の根

的に広げていく方法も今後必要と思われる。 
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